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独立行政法人国立環境研究所の中期目標を

達成するための計画（中期計画）

（計画期間：平成１３年度～平成１７年度）

第１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１．効率的な組織の編成

　現下の環境問題の解明や対応のための研究、環境政策の支援のための研究、さらに今後生じ

得る問題の検出や未然防止あるいは今後の環境研究の基盤となるような研究等を、中期目標の

達成に向け、業務の質の向上を図りつつ、効率的かつ機動的に実施する観点から、適切な研究

組織及びその支援体制等の編成を行う。

　この観点から、次の点を踏まえた組織体制を確立する。

　・基盤的調査・研究を推進するため、コアラボラトリーとして必要な研究領域を置く。

　・重点化した研究プロジェクトを確実に実施するための体制を整備する。

　・環境行政の新たなニーズに対応した政策の立案及び実施を、研究面から支援する体制を整備

する。

　・地球環境のモニタリング、地球環境研究の総合化及び支援等を行う体制を整備する。

　・環境保全に関する国内及び国外の情報の収集、整理及び提供を行う体制を整備する。

　・研究所の活動を効率的に運営するための管理体制を整備する。

　なお、組織のあり方については、絶えず検討を行い、必要に応じて、適宜見直しを行うもの

とする。

２．人材の効率的な活用

　　下記により人材の効率的な活用を図る。

　・トップダウンによるプロジェクトグループの戦略的な編成を含め、研究者の適切な配置を図

るとともに、流動性を高め人材の活性化に努める。

　・適切な処遇に配慮しつつ、国内外の学界、産業界等から幅広く優れた研究者の登用を図る。

　・面接による目標管理方式を基本とした職務業績評価を導入し、本人の職務能力向上を図る。

３．財務の効率化

　　下記により財務の効率化を図る。

　・ 競争的資金及び受託業務費について、平成１３年度の見込額からの中期目標の期間中、毎年

度平均で前年度比４％台の増加を図るよう、その確保を促進するための方策を検討し、自己

収入の確保に努める。

　・研究所の知的・物的能力を、業務に支障のない範囲で、所外の関係機関に対して提供して収

入を得ること等により、円滑な財務運営の確保に努める。

　・物品及びサービスの一括的な購入等により予算の経済的な執行を行い支出の削減に努めると

ともに、「５．業務における環境配慮」の光熱水量の削減努力とあわせ、運営費交付金に係

る業務費の毎年少なくとも１％相当の削減に努める。

　・会計事務への電子決済システムの段階的な導入等所内のＩＴ化を進めることにより、事務処
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理の迅速化・効率化に努める。

４．効率的な施設運用

　　下記により施設の効率的な運用を図る。

　・研究体制の規模や研究成果等に見合った研究施設のスペース再配分などを含め、研究施設の

一層効率的な利用等の推進を図る。

　・大型実験施設等について、他機関との共同利用や受託業務での利用等、効率的な利用を推進

する。

　・研究施設の重点的な改修を含めた計画的な保守管理を行う。

５．業務における環境配慮

　　下記により業務における環境配慮を徹底し、環境負荷の削減を図る。

　・物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境配慮を徹底する。

　・「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、政府の事務及び事業に関する温室効果ガ

スの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標に準じて、その達成を図る。

　・なお、当分の間、環境負荷の削減のための資源・エネルギー利用の節約を図るため、研究所

の延べ床面積あたりの電気・ガスなどの光熱水量を、平成12年度比で概ね90％以下に維持

するよう努めることとし、このため、大型実験施設の計画的・効率的な利用や研究棟におけ

る節電等を図る。

　・廃棄物の適正処理を進めるとともに、廃棄物の減量化、リユース及びリサイクルを徹底する。

　・施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観点からの取組や、化学物質の管理の強化

など自主的な環境管理の推進に努める。

　・これらを推進するための体制を整備するとともに、これらの措置状況について毎年とりまと

めて公表する。

６．業務運営の進行管理

　　下記により業務運営の効率的な進行管理を図る。

　①　研究の実施にあたっては、

　　・各年度の研究計画をまとめて公表する。

　　・第２．１（２）の重点研究分野の各主要研究課題ごとにリーダーを置き、研究内容の調整、

進行管理等を行う。

　　・特に、第２．１（３）のア．重点特別研究プロジェクト及びイ．政策対応型調査研究につ

いては、研究所内部での進行管理に加えて、前年度の成果及び当該年度の研究計画につい

て、外部の専門家の評価・助言を受けながら実施する。

　②　業務運営の実施状況をモニターしながら、業務の的確な実施を図る。

第２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
　　　ためとるべき措置

　中期目標に掲げる基本理念に沿って、環境研究業務及び環境情報の収集・整理・提供業務の

一層の充実を図る。
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１．環境研究に関する業務

（１）環境研究の充実

　持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保全、公害の防止、自然環境の保全及び良好

な環境の創出の視点に立って、環境政策立案に資する科学的知見の取得に配慮しつつ、学際

的かつ総合的に質の高い環境研究を進める。この際、長期的視点に立った基盤的な研究や先

行先導的な研究の推進に留意するとともに、社会情勢やニーズの変化に即応した研究等にも

適切に対応する。

　研究の実施に当たっては、所内の競争的環境を醸成するとともに、毎年度研究計画を作成

し、計画的な業務実施に努める。また、環境技術の開発・普及に関しても重点的に取り組む

こととし、廃棄物処理・資源化技術、環境測定分析技術等の調査研究を進めるとともに、環

境省等に技術開発・評価に関する知見の提供等を行う。

　また、以下のような他機関との協力を進め、研究ネットワークを構築する。

　　①国際研究プログラムや国際的役割分担を踏まえた研究を実施する。

　　②二国間協定等の枠組みの下で、開発途上国を含めた国際的な共同研究を実施する。

　　③大学、民間、地方公共団体など国内の他の研究機関との有機的連携のもとに共同研究を実

施する。

　　④研究者等の受入・派遣、ワークショップの開催、研究者間の情報提供や交流のためのフォー

ラムの開催等、他機関との研究交流を進める。

（２）重点研究分野

　中期目標において定められた重点研究分野においては、別紙１の研究の方向に沿って下記

の研究を実施する。

　　①　地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み

　　　・温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究

　　　・地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通しに関する観測・解析・モデリングと影響評

価に関する研究

　　　・京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

　　　・オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の監視・評価に関する研究

　　②　廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の構築

　　　・環境低負荷型・循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤整備に関する

研究

　　　・廃棄物の資源化・適正処理技術及びシステムに関する研究

　　　・廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究

　　　・汚染環境の浄化技術に関する研究

　　③　化学物質等の環境リスクの評価と管理　

　　　・内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管理に関する研究

　　　・ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究

　　　・化学物質の環境動態の解明とモニタリング手法の開発に関する研究

　　　・化学物質のリスク評価と管理に関する研究

　　　・環境有害因子の健康影響の発生メカニズムの解明とその検出手法の開発に関する研究

　　④　多様な自然環境の保全と持続可能な利用　

　　　・生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究
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　　　・生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究

　　⑤　環境の総合的管理（都市域の環境対策、広域的環境問題等）

　　　・浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究

　　　・酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響に関する研究

　　　・流域圏の総合的環境管理に関する研究

　　　・湖沼・海域環境の保全に関する研究

　　　・地下水汚染機構の解明とその予測に関する研究

　　　・土壌劣化、土壌汚染の機構解明とその予測に関する研究

　　⑥　開発途上国の環境問題

　　　・途上国の環境汚染対策に関する研究

　　　・途上国の経済発展と環境保全の関わりに関する研究

　　⑦　環境問題の解明・対策のための監視観測　　

　　　・地球環境モニタリング

　　　・衛星観測プロジェクト

（３）研究の構成

　ア．重点特別研究プロジェクト

　重点研究分野のうち、社会的要請も強く、研究の観点からも大きな課題を有している下記

の研究を重点特別研究プロジェクトとして実施する。

　研究の実施に当たっては、５年間を継続期間とするプロジェクトグループを編成し、研究

の方向及び到達目標を別紙２のとおり設定し、重点的に予算配分を行い、その達成を図る。

　なお、当該期間中に新たなニーズが生じた場合には、重点特別研究プロジェクトについて、

追加も含め機動的な調整を行う。

　　①　地球温暖化の影響評価と対策効果

　　　・炭素循環と吸収源変動要因の解明

　　　・統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分析とアジアを中心とした総合的対策研究

　　②　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

　　③　内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理

　　　・内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関する研究

　　　・ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関する研究

　　④　生物多様性の減少機構の解明と保全

　　⑤　東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理

　　⑥　大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル排気粒子（DEP）等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価

　イ．政策対応型調査・研究

　重点研究分野のうち、環境行政の新たなニーズに対応した政策の立案及び実施に必要な下

記の調査・研究を、政策対応型調査・研究として実施する。

　研究の実施に当たっては、研究の方向及び到達目標を別紙３のとおり設定し、重点的な予

算配分及び体制の整備を行い、その達成を図る。

　　①　循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究

　　　・循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究
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　　　・廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究

　　　・資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究　　

　　　・液状廃棄物の環境低負荷･資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究

　　②　化学物質環境リスクに関する調査・研究

　　　・効率的な化学物質環境リスク管理のための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究

　ウ．基盤的調査・研究

　重点研究分野に係る研究を推進するとともに、長期的な視点に立って、環境研究の基盤と

なる研究及び研究所の研究能力の維持向上を図るための創造的、先導的な調査・研究を行う。

　独創的・競争的な研究活動を促すとともに、将来の重点特別研究プロジェクト等に発展さ

せるべき研究を奨励すること等のため、所内の公募と評価に基づき運営される所内公募研究

制度を導入するなど、研究環境の整備を図る。

　エ．知的研究基盤の整備

　研究所内のさまざまな研究の効率的な実施や研究ネットワークの形成に資するため、別紙

４の整備の方向と目標に基づき以下のような知的研究基盤の整備を行う。これらの知的研究

基盤については、可能な範囲で、研究所内外の関係機関をはじめとして、広く一般の利用に

供する。

　　①環境標準試料及び分析用標準物質の作製並びに環境試料の長期保存（スペシメンバンキン

グ）

　　②環境測定等に関する標準機関（リファランス・ラボラトリー）としての機能の確保

　　③環境保全に有用な環境微生物の探索、収集及び保存、試験用生物等の開発及び飼育・栽培

のための基本業務体制の整備並びに絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存

　　④地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境データベースの整備、地球環境研究の総

合化及び支援

（４）研究課題の評価・反映

　研究課題について、研究評価を実施するための要領を作成し、これに基づき研究所内及び

外部専門家による評価を行い、その結果を研究活動に適切にフィードバックする。

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等

　①　研究成果の普及

　下記により研究成果の幅広い普及に努める。その際、環境研究の専門的知識を持たない主

体に対しても、研究成果やその活用可能性をわかりやすく正確に説明できるよう、インター

プリテーション機能の強化に努める。

　　・研究成果の学会誌、専門誌等での誌上発表や関連学会、ワークショップ等での口頭発表（中

期目標期間中の誌上発表件数、口頭発表件数をそれぞれ平成８年度から平成12年度までの

合計件数の１割増を目指す。）

　　・わかりやすい研究成果報告書の作成

　　・研究成果のインターネットでの提供

　　・研究所年報の作成

　　・研究成果発表会の毎年開催
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　　・テーマに応じたシンポジウム、ワークショップ等の開催又はそれらへの参加

　②　研究成果の活用促進

　知的所有権の獲得・実用化促進、産学官交流の促進、環境省が開催する各種諮問会議への

職員の委員としての参画等を通じて、研究成果の活用促進に努める。

　③　研究活動に関する広報・啓発

　わかりやすい各種紹介パンフレットの作成、広報誌の発行、毎年の研究所の一般公開、団

体見学の随時受入、個人、ＮＰＯ、企業など、様々な主体との幅広いネットワークづくり等

を通じて、研究所の活動についての国民の理解向上に努める。

２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

（１）環境の保全に関する知識の国民への普及を図るとともに、国等の環境政策及び企業、民間

による自主的な環境保全に関する取組を支援するため、国内外の環境情報を収集、整備し、

これらの情報を容易に利用できるよう、国際的な連携も図りつつ、インターネット等を通じ

て提供する。

　本業務の実施に当たっては、体系的な収集整理、各データの相互利用、総合化、解析等が

可能となるようデータベース化を進めるとともに、地理情報システム（ＧＩＳ）を活用した

環境情報システムの整備など、国民にわかりやすい情報提供手法の開発・導入に努める。

（２）本業務の目標を次のとおり設定し、予算の重点配分等により、その達成を目指す。

　①　環境情報提供システム整備運用業務

　国民の環境保全活動の推進等のため、様々なセクターが提供する環境情報を収集し、広く

案内、提供する情報システムを整備・充実し、運用する。

　特に、化学物質、リサイクル等、国民の関心の高い身近な環境問題に関わるテーマについ

て、わかりやすい情報提供素材（コンテンツ）を整備し、インターネットを通じて提供する

とともに、これに関連して他で提供される情報へのリンクも充実させ、当該テーマについて

の多角的な理解が可能な情報提供を実施する。

　また、広く一般からの環境情報への照会に対し、利用者の環境関心分野毎に、適切に環境

情報を検索できるデータベースシステム等を構築し、国民へのサービスの充実に努める。

　②　環境国勢データ地理情報システム（環境ＧＩＳ）整備運用業務

　大気汚染、水質汚濁、海洋汚染、自動車交通騒音等、我が国の環境の状況を示す基本的な

データについて、データベース化を図るとともに、これらを地図やグラフなど目にみえる形

に加工し、相互に重ね合わせるなどして、各種データが示す地域の環境状況について国民が

理解しやすく利用しやすい形で提供するシステムを、環境省と密接な連携を図りつつ構築・

運用する。

　計画期間中には、環境質測定データ５種類（大気環境常時監視データ、公共用水域水質

データ、日本近海海洋汚染実態調査データ、海洋環境モニタリングデータ、自動車交通騒音

実態調査データ）以上のデータについて、本システムへ搭載し一般へ提供を開始するよう努

める。

　③　研究情報の提供業務

　当研究所の研究成果について、研究者間はもとより、国民各層が活用できるよう、研究所

年報や研究成果報告書を毎年発行するなど刊行物等による提供サービスを実施するほか、研

究成果をインターネットでも提供し、本文に加え画像やグラフ等も入手できるよう、ダウン

ロードによるサービスの充実を図る。

独立行政法人国立環境研究所
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［人件費の見積り］�

　　　期間中総額１２，２０６百万円を支出する。�

　　但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、�

　　休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。�

�

第３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画　�
  �

（１） 予算�

平成１３年度～平成１７年度収支予算�

（単位：百万円）�

金 額区 分 �

�

�

３１，８７３�

７，０５０�

４，１０９�

２，１３２�

３，７０９�

１７，５７６�

１４，５４５�

１，８４４�

２，４３１�

�

７１，９７８�

収入�

　　独立行政法人国立環境研究所運営費交付金�

　　独立行政法人国立環境研究所施設整備費補助金�

　　無　利　子　借　入　金�

　　受　託　収　入�

�

　　　　　　　計�

支出�

　　業　務　経　費�

　　　うち重点特別研究プロジェクト関係経費�

　　　うち政策対応型調査・研究関係経費�

　　　うち環境情報関係経費�

　　施　設　整　備　費�

　　受　託　経　費�

　　人　件　費�

　　借　入　償　還　金�

　　一　般　管　理　費�

�

　　　　　　　計�

�

４８，８４９�

３，７０３�

１，８５０�

１７，５７６�

�

７１，９７８�

独立行政法人国立環境研究所
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（注）�

［運営費交付金の算定ルール］�

１．人件費＝Ａ×α×β＋退職手当�

　　　　Ａ：直前の年度における基本給、諸手当、共済組合負担金等人件費相当額�

　　　　　（退職手当を除く）�

　　　　α：昇給原資率�

　　　　β：給与改善率�

２．業務費＝Ｂ×γ×δ×π＋Ｃ�

　　　　Ｂ：直近の年度における事務費等一般管理費、研究費等業務経費、大型特�

　　　　　　殊施設関係経費（施設新設の際は平年度化等の調整を行う。）�

　　　　γ：消費者物価指数�

　　　　δ：効率化係数�

　　　　π：政策係数�

　　　　Ｃ：衛星による地球環境観測経費（計画に基づく積み上げにより算出）�

�

［注記］�

　　前提条件：�

　　・昇給原資率、給与改善率及び消費者物価指数は、１．０と推定した。�

　　・ 効率化係数は、０．９８９と推定した。�

　　・ 政策係数は、　１．０２８と推定した。�

　１）昇給原資率及び給与改善率については、運営状況及び国家公務員の給与等を勘案して�

　　　決定されることとなる。　　　　�

　２）交付金の算定に当たっての係数等は、国の財政状況等により変更があり得る。�

�

独立行政法人国立環境研究所
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（２）収支計画�

�

平成１３年度～平成１７年度収支計画�

      （単位：百万円）�

金 額区 分 �

費用の部�

　経常費用�

　　研究業務費�

　　受託業務費�

　　人件費�

　　一般管理費�

　　減価償却費�

　財務費用�

　臨時損失�

�

収益の部�

　運営費交付金収益�

　受託収入�

　寄付金収益�

　　�

　資産見返物品受贈額戻入�

　資産見返運営費交付金戻入�

　臨時利益�

�

純利益�

目的積立金取崩額�

総利益�

６６，５０９�

６６，５０９�

２９，１９５�

１７，５７６�

１４，５４５�

２，２２６�

２，９６７�

０�

０�

�

６６，５０９�

４５，９６６�

１７，５７６�

０�

�

１，７０３�

１，２６４�

０�

�

０�

０�

０�

（注）１．収支計画は、予算ベースで計上した。�

　　　２．減価償却費は、交付金収入で購入予定の５０万円以上の有形固定資産及び独立行政�

　　　　　法人移行時無償譲渡分の減価償却累計額を計上した。�

　　　３．減価償却費については、残存価格を１０％に設定し、定額法で計算した。�

　　　４．退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法に基づいて�

　　　　　支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定�

　　　　　している。�

�
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（３）資金計画�

�

平成１３年度～平成１７年度資金計画�

（単位：百万円）�

金 額区 分 �

資金支出�

　業務活動による支出�

　　　研究業務費�

　　　受託業務費�

　　　その他経費�

�

　投資活動による支出�

　　　有形固定資産の取得による支出�

　　　施設整備費の精算による返還金支出�

�

　財務活動による支出�

　　　無利子借入金の償還による支出�

　次期中期目標の期間への繰越金�

�

資金収入�

　業務活動による収入�

　　　運営費交付金による収入�

　　　受託収入�

　投資活動による収入�

　　　施設整備費による収入�

　財務活動による収入�

　　　無利子借入金による収入�

７１，９７８�

６３，５３９�

２９，１９５�

１７，５７６�

１６，７６８�

�

６，５９２�

６，５９２�

０�

�

１，８４４�

１，８４４�

３�

�

７１，９７８�

６６，４２５�

４８，８４９�

１７，５７６�

３，７０３�

３，７０３�

１，８５０�

１，８５０�

（注）１．資金計画は、予算ベースで計上した。�

　　　２．業務活動による支出は、有形固定資産取得見込額及び翌年度繰越金を差し引いた額�

　　　　　を計上した。�

　　　３．投資活動による支出は、運営費交付金、施設整備費補助金及び無利子借入金で取得

　　　　　する有形固定資産の取得見込額を計上した。�

　　　４．財務活動による支出は、産業投資特別会計からの無利子借入金に対する償還額（国

　　　　　からの補助金）を計上した。�

独立行政法人国立環境研究所
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第４．短期借入金の限度額

　　短期借入金の限度額       ２３億円

　　想定される理由

　・運営費交付金の交付状況による資金不足

　・受託収入の収納状況による執行額との相違による資金不足

　・災害や事故等の際の環境汚染調査の緊急実施のための資金不足

　等が生じた場合に対応するため、中期計画予算額の２か月相当分を見込む。

第５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

　　な　し

第６．剰余金の使途

　・研究成果の普及、成果の活用促進等に係る発表会、ワークショップ等の追加実施。

　・研究業務の推進の中で追加的に必要となる設備等の調達。

独立行政法人国立環境研究所
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（注）１．上記のほか、業務の実施状況及び老朽度合等を勘案して、施設・設備の整備等をす

　　　　　ることができる。�

　　　２．設備の予定額は、修繕の計画等に基づき、平成１３年度における単価を用いて算定

　　　　　した。�

第７．その他業務運営に関する事項�
  �

（１）施設・設備に関する計画�

　　　平成１３年度から平成１７年度内に取得・整備する施設・設備は、次のとおりである。�

財 源

�

追加現物出資�

（平成11年度補正予算）   �

追加現物出資�

（平成11年度補正予算）�

追加現物出資�

（平成12年度官庁営繕費）�

追加現物出資�

（平成12年度補正予算）�

追加現物出資�

（平成12年度補正予算）    �

追加現物出資�

（平成12年度補正予算）�

無利子借入金�

（平成13年度補正予算）�

無利子借入金�

（平成13年度補正予算）�

�

�

施設整備費補助金�

   �

施設整備費補助金    �

�

施設整備費補助金 �

�

施設整備費補助金�

�

運営費交付金�

予定額（百万円）�施 設 ・ 設 備 の 内 容 �

【施設】�

・廃棄物・リサイクリング総合研究棟�

�

・バイオ・エコエンジニアリング研究施設�

�

・有害物質分解微生物棟�

�

・廃棄物処理施設等老朽化施設更新�

�

・ディーゼル排気ガス・DEP排出実態計測施�

　設設置�

・地球温暖化CO2吸収源研究用実験施設設置�

�

・環境試料タイムカプセル棟�

�

・底質シミュレータ施設整備�

         �

【設備】�

〈建築〉�

　屋上防水整備等�

〈電気設備〉�

　制御盤、整流器等更新�

〈機械設備〉�

　空調機、熱交換器等更新�

〈ネットワーク設備〉�

　つくばＷＡＮの構築�

〈研究設備〉�

　重点特別研究プロジェクト業務関係研究備�

　品、政策対応型調査研究関連研究備品等�

�

３，１６５�

�

１，２９８�

�

８８７�

�

７８７�

�

５８５�

�

１２５�

�

１，６５０�

�

２００�

�

�

�

４８３�

�

１２４�

�

１，２０２�

�

５０�

�

９２７�
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（２）人事に関する計画

　１）方針

　　①　重点特別研究プロジェクトの業務に対応するため、弾力的な研究者の配置を図る。

　　②　また、新たな政策対応型調査・研究業務の充実に対応するため、既存部門からの配置転

　　　換を行うとともに所要の増員を図る。

　　③　さらに、弾力的な研究推進に対応するため、任期付研究員の積極的な活用を図る。

　２）人員に係る指標

　研究部門については、任期付研究員の採用に努めることとし、中期目標期間中に研究部門

中の任期付研究員が占める割合を１３％程度とする。

　また、管理・支援部門については、研究支援の質の低下を招かないよう配慮し、アウトソー

シング可能なものは外部委託に努める。　

　（参考１）

　　１）期初の常勤職員数　　　　　　　２７４名

　　２）期末の常勤職員数の見込み　　　２４６名

　　３）期初の任期付研究員数　　　　　　２８名

　　４）期末の任期付研究員数の見込み　　　２名

　（参考２）中期目標期間中の人件費総額

　　中期目標期間中の人件費総額見込み　　１２，２０６百万円

　３）その他

　ＮＩＥＳリサーチアシスタント制度による大学院生等の受入により、研究体制の強化とと

もに若手研究者の養成及び優秀な研究者の採用に努める。

独立行政法人国立環境研究所
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（
別
紙
１
）
重
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研
究
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の
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�
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究
　
の
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�
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�
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．
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．
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�
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３
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の
排
出
源
・
吸
収
源
評
価
と
�

　
　
　
個
別
対
策
の
効
果
評
価
に
関
す
る
研
究
�

　
有
機
性
廃
棄
物
を
含
め
た
廃
棄
物
の
選
別
・
資
源
化
・
処
理
技
術
の
開
発
や
、
循
環
資
源
の
排
出
者
と
利
用
者
間
で

の
円
滑
な
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
を
支
援
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
な
ど
の
シ
ス
テ
ム
開
発
を
行
う
と
と
も
に
、
循
環
型

社
会
に
対
応
し
た
低
コ
ス
ト
・
長
寿
命
の
廃
棄
物
処
理
・
処
分
施
設
の
構
造
・
シ
ス
テ
ム
設
計
手
法
の
開
発
を
行
う
。�

（
２
）
廃
棄
物
の
資
源
化
・
適
正
処
理
技
術
及
び
シ
�

　
　
　
ス
テ
ム
に
関
す
る
研
究
�

　
資
源
や
廃
棄
物
の
フ
ロ
ー
や
ス
ト
ッ
ク
と
こ
れ
に
付
随
す
る
環
境
影
響
を
、
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
分
析
や
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
(L
C
A
)な
ど
に
よ
り
、
体
系
的
・
定
量
的
に
把
握
す
る
手
法
を
開
発
す
る
と
と
も
に
、
企
業
・

消
費
者
・
政
府
等
の
各
主
体
に
よ
る
自
主
的
な
取
り
組
み
の
効
果
評
価
手
法
の
開
発
、
地
域
レ
ベ
ル
で
の
資
源
循
環
促

進
策
等
の
研
究
を
展
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、
環
境
低
負
荷
型
・
循
環
型
社
会
へ
の
転
換
の
た
め
の
施
策
を
支
援
す
る
手

法
の
開
発
と
基
盤
整
備
を
行
う
。�

（
１
）
環
境
低
負
荷
型
・
循
環
型
社
会
へ
の
転
換
支
�

　
　
　
援
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
分
析
手
法
と
基
盤
整
�

　
　
　
備
に
関
す
る
研
究
�

　
極
域
オ
ゾ
ン
層
を
中
心
に
、
衛
星
観
測
、
地
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
に
よ
り
オ
ゾ
ン
層
変
動
の
実
態
把
握
を
行
う
ほ
か
、

オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
濃
度
以
外
の
要
因
を
含
め
た
オ
ゾ
ン
層
変
動
機
構
の
解
明
、
現
象
解
明
及
び
将
来
予
測
の
た
め
の

三
次
元
モ
デ
ル
の
高
度
化
と
物
理
化
学
機
構
の
解
明
等
を
行
う
。
ま
た
、
紫
外
線
曝
露
量
及
び
紫
外
線
量
－
反
応
関
係

の
推
定
を
通
し
て
、
人
の
健
康
に
対
す
る
紫
外
線
影
響
を
評
価
す
る
。�

（
１
）
陸
域
と
海
洋
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
の
吸
収
量
や
そ
の
他
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
発
生
量
の
推
定
と
そ
の
変
動
要
因

の
解
析
を
行
い
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
/吸
収
の
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
ー
精
度
の
向
上
及
び
そ
の
将
来
予
測
を
目
指
し
た
研

究
を
行
う
。
具
体
的
に
は
、
①
グ
ロ
ー
バ
ル
な
温
室
効
果
ガ
ス
の
長
期
変
動
の
観
測
、
②
陸
域
/海
洋
の
二
酸
化
炭
素
吸

収
比
の
推
定
、
③
地
球
環
境
に
影
響
を
与
え
る
規
模
を
持
つ
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
の
重
要
な
地
域
に
お
け
る
亜
大
陸
（
数

千
km
）
規
模
で
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
吸
収
/放
出
量
の
推
定
、
④
森
林
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
の
評
価
な
ど
を
行
う
。
�

（
２
）
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
や
吸
収
源
対
策
の
評
価
方
法
の
開
発
お
よ
び
評
価
を
行
う
。
�

（
４
）
オ
ゾ
ン
層
変
動
及
び
影
響
の
解
明
と
対
策
効
�

　
　
　
果
の
監
視
・
評
価
に
関
す
る
研
究
�
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研
　
究
　
の
　
方
　
向
�

重
　
点
　
研
　
究
　
分
　
野
�

（
３
）
廃
棄
物
処
理
に
係
る
リ
ス
ク
制
御
に
関
す
る
�

　
　
　
研
究
�

（
５
）
環
境
有
害
因
子
の
健
康
影
響
の
発
生
メ
カ
ニ
�

　
　
　
ズ
ム
の
解
明
と
そ
の
検
出
手
法
の
開
発
に
関
�

　
　
　
す
る
研
究
�

　
化
学
物
質
を
中
心
と
す
る
化
学
的
環
境
因
子
及
び
電
磁
波
・
紫
外
線
・
騒
音
な
ど
の
物
理
的
環
境
因
子
の
健
康
に
及

ぼ
す
可
能
性
を
、
遺
伝
子
か
ら
行
動
影
響
ま
で
の
指
標
を
用
い
て
量
・
反
応
関
係
に
基
づ
き
そ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
解
明

し
、
そ
の
成
果
を
疫
学
に
お
け
る
野
外
調
査
へ
と
応
用
す
る
技
術
を
確
立
す
る
。�

�

（
４
）
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
と
管
理
に
関
す
る
�

　
　
　
研
究
�

　
化
学
物
質
の
環
境
リ
ス
ク
評
価
の
精
度
を
あ
げ
る
た
め
、
曝
露
、
健
康
影
響
及
び
生
態
影
響
の
そ
れ
ぞ
れ
の
評
価
を

高
精
度
化
し
、
そ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ
た
リ
ス
ク
評
価
手
法
を
開
発
す
る
。
ま
た
、
効
率
的
な
管
理
に
不
可
欠
と
な
る

簡
易
な
影
響
試
験
方
法
や
少
な
い
情
報
に
基
づ
く
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
を
開
発
す
る
と
と
も
に
、
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
手
法
を
確
立
す
る
。�

（
３
）
化
学
物
質
の
環
境
動
態
の
解
明
と
モ
ニ
タ
リ
�

　
　
　
ン
グ
手
法
の
開
発
に
関
す
る
研
究
�

　
化
学
物
質
の
既
存
計
測
技
術
に
つ
い
て
、
高
感
度
化
、
高
精
度
化
、
あ
る
い
は
簡
易
化
を
図
る
と
と
も
に
、
加
速
器

Ｍ
Ｓ
、
バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
手
法
、
同
位
体
分
析
技
術
等
の
先
導
的
計
測
技
術
の
開
発
を
行
う
。
開
発
・
改
良
し
た
手
法

を
用
い
て
、
水
・
土
壌
系
で
の
ヒ
素
や
ホ
ウ
素
、
大
気
系
で
の
有
機
ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
、
地
球
規
模
で
の
環
境
残
留
性

有
機
物
質
な
ど
を
中
心
に
、
化
学
物
質
の
環
境
汚
染
実
態
の
把
握
、
環
境
挙
動
及
び
長
期
的
な
変
動
等
の
解
明
を
進
め

る
。�

（
２
）
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
リ
ス
ク
評
価
と
管
理
に
�

　
　
　
関
す
る
研
究
�

　
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
の
監
視
・
測
定
技
術
を
強
化
す
る
た
め
、
分
析
法
の
標
準
化
、
測
定
精
度
管
理
、
簡
易
測
定
法
や
リ

ア
ル
タ
イ
ム
測
定
法
の
開
発
を
行
う
。
ま
た
、
比
較
的
低
濃
度
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
へ
の
曝
露
が
、
ど
の
よ
う
な
生
殖

内
分
泌
・
免
疫
系
、
脳
機
能
・
行
動
に
影
響
す
る
か
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
検
討
し
、
リ
ス
ク
評
価
に
用
い
る
こ
と
が
で
き

る
指
標
の
確
立
を
行
う
と
と
も
に
、
ヒ
ト
の
曝
露
量
評
価
へ
の
応
用
を
検
討
す
る
。
さ
ら
に
土
壌
・
底
質
等
に
残
留
す

る
環
境
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
の
低
減
技
術
と
し
て
、
環
境
に
や
さ
し
い
新
た
な
要
素
技
術
の
開
発
を
行
う
と
と
も
に
、
ダ
イ

オ
キ
シ
ン
に
関
す
る
情
報
を
整
理
し
、
総
合
的
な
対
策
に
資
す
る
。�

（
１
）
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
と
�

　
　
　
管
理
に
関
す
る
研
究
�

（
４
）
汚
染
環
境
の
浄
化
技
術
に
関
す
る
研
究
�

　
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
に
関
す
る
総
合
的
な
研
究
と
し
て
、
高
感
度
で
正
確
な
測
定
手
法
や
生
物
検
定
手
法
の
開

発
、
環
境
中
に
お
け
る
汚
染
の
実
態
、
野
生
生
物
及
び
ヒ
ト
へ
の
曝
露
の
状
況
と
影
響
の
評
価
、
実
験
動
物
な
ど
に
お

け
る
作
用
メ
カ
ニ
ズ
ム
や
量
・
反
応
関
係
の
解
明
を
行
う
。
そ
し
て
リ
ス
ク
低
減
の
た
め
の
対
策
技
術
的
、
情
報
科
学

的
、
及
び
社
会
的
手
法
の
開
発
を
行
う
。
な
お
、
欧
米
や
ア
ジ
ア
の
国
々
と
も
連
携
し
つ
つ
、
国
際
的
な
研
究
展
開
を

行
う
。�

　
有
機
汚
濁
、
窒
素
・
リ
ン
等
に
よ
る
富
栄
養
化
、
重
油
や
有
害
化
学
物
質
汚
染
等
が
進
ん
で
い
る
湖
沼
、
河
川
、
内

海
、
内
湾
、
土
壌
・
地
下
水
等
の
環
境
を
修
復
し
、
保
全
す
る
た
め
に
,生
活
由
来
排
水
、
小
規
模
事
業
場
排
水
等
の

液
状
廃
棄
物
お
よ
び
汚
染
環
境
の
場
を
，
生
物
処
理
工
学
、
生
態
工
学
、
あ
る
い
は
こ
れ
ら
の
最
適
な
組
み
合
わ
せ
に

よ
り
浄
化
す
る
技
術
を
開
発
す
る
。�

　
新
た
に
構
築
さ
れ
る
資
源
循
環
・
廃
棄
物
管
理
シ
ス
テ
ム
に
対
応
し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法
の
構
築
を
目
指
し
て
、
資

源
化
ま
た
最
終
処
分
の
場
に
流
入
す
る
有
害
物
質
の
予
測
・
評
価
手
法
、
ま
た
、
廃
棄
物
処
理
施
設
等
に
お
け
る
有
害

物
質
の
検
知
・
監
視
技
術
な
ら
び
に
制
御
技
術
の
開
発
を
行
う
。�

３
．
化
学
物
質
等
の
環
境
リ
ス
ク
の
評
価
と
管
理
�
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研
　
究
　
の
　
方
　
向
�

重
　
点
　
研
　
究
　
分
　
野
�

５
．
環
境
の
総
合
的
管
理
（
都
市
域
の
環
境
対
策
、
広
域
的
環
境
問
題
等
）
�

４
．
多
様
な
自
然
環
境
の
保
全
と
持
続
可
能
な
利
用
�

（
１
）
生
物
多
様
性
の
減
少
機
構
の
解
明
と
保
全
に
�

　
　
　
関
す
る
研
究
�

　
日
本
及
び
ア
ジ
ア
を
対
象
と
し
て
、
流
域
圏
が
持
つ
生
態
系
機
能
（
大
気
と
の
熱
・
物
質
交
換
、
植
生
の
保
水
能
力

と
洪
水
・
乾
燥
調
節
、
水
循
環
と
淡
水
供
給
、
土
壌
形
成
と
侵
食
制
御
、
物
質
循
環
と
浄
化
、
農
業
生
産
と
土
地
利
用
、

海
域
物
質
循
環
と
生
物
生
産
な
ど
）
を
総
合
的
に
観
測
・
把
握
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
モ
デ
ル
化
と
予
測
手
法
の
開
発

を
行
う
。
さ
ら
に
、
流
域
圏
で
の
開
発
計
画
に
基
づ
く
環
境
変
化
の
影
響
予
測
と
、
自
然
循
環
シ
ス
テ
ム
の
デ
ザ
イ
ン

を
含
む
環
境
保
全
対
策
オ
プ
シ
ョ
ン
の
環
境
改
善
効
果
予
測
を
行
い
、
持
続
的
発
展
可
能
な
流
域
圏
管
理
手
法
の
開
発

を
行
う
。�

（
３
）
流
域
圏
の
総
合
的
環
境
管
理
に
関
す
る
研
究
�

　
硫
黄
化
合
物
、
窒
素
化
合
物
等
の
大
気
汚
染
物
質
の
長
距
離
輸
送
・
広
域
汚
染
の
観
点
か
ら
、
東
ア
ジ
ア
－
太
平
洋

－
北
米
大
陸
西
岸
を
含
む
規
模
を
視
野
に
入
れ
、
中
国
・
日
本
を
カ
バ
ー
す
る
発
生
量
マ
ッ
プ
の
作
成
、
こ
の
地
域
に

お
け
る
大
気
汚
染
物
質
の
輸
送
・
変
質
・
沈
着
モ
デ
ル
の
精
密
化
、
モ
デ
ル
検
証
の
た
め
の
汚
染
物
質
濃
度
や
乾
性
沈

着
量
デ
ー
タ
の
取
得
を
行
う
。
ま
た
、
中
国
中
南
部
に
お
け
る
広
域
光
化
学
大
気
汚
染
に
関
す
る
観
測
お
よ
び
モ
デ
ル

研
究
、
硫
黄
・
鉛
同
位
体
比
測
定
等
に
よ
る
越
太
平
洋
大
気
汚
染
輸
送
の
実
態
把
握
を
行
う
。
ま
た
、
都
市
汚
染
地
域
、

北
関
東
山
岳
地
域
、
世
界
自
然
遺
産
地
域
等
を
対
象
と
し
て
、
森
林
生
態
系
、
土
壌
、
陸
水
、
人
工
物
等
の
汚
染
と
そ

の
影
響
を
明
ら
か
に
す
る
。�

　
都
市
大
気
中
に
お
け
る
PM
2.
5
を
中
心
と
し
た
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気
粒
子
の
発
生
源
特
性
の
把
握
、
環

境
大
気
中
で
の
挙
動
の
解
明
を
行
う
。
さ
ら
に
、
数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
等
に
よ
り
、
地
域
濃
度
分
布
及
び
人
へ
の
曝
露

量
の
予
測
を
行
う
。
ま
た
、
動
物
曝
露
実
験
を
行
い
、
肺
循
環
器
へ
の
影
響
、
喘
息
様
病
態
へ
の
影
響
等
の
健
康
影
響
と
機

構
の
解
明
を
行
い
、
影
響
の
閾
値
の
推
定
を
行
う
。
さ
ら
に
、
疫
学
調
査
を
行
い
、
人
の
曝
露
濃
度
と
影
響
の
関
係
を
把
握

す
る
。
こ
れ
ら
の
結
果
を
も
と
に
発
生
源
対
策
シ
ナ
リ
オ
お
よ
び
リ
ス
ク
評
価
に
つ
い
て
検
討
す
る
。�

（
１
）
浮
遊
粒
子
状
物
質
等
の
都
市
大
気
汚
染
に
関
�

　
　
　
す
る
研
究
�

　
モ
デ
ル
サ
イ
ト
と
し
て
国
内
お
よ
び
熱
帯
地
域
の
ラ
ン
ド
ス
ケ
ー
プ
（
森
林
－
湿
原
－
河
川
）
を
選
定
し
、
ラ
ン
ド

ス
ケ
ー
プ
管
理
の
履
歴
に
関
連
す
る
社
会
・
経
済
的
統
計
資
料
、
植
生
地
理
学
的
資
料
等
の
収
集
及
び
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

化
を
行
う
と
と
も
に
、
種
及
び
生
態
系
レ
ベ
ル
で
の
多
様
性
と
ラ
ン
ド
ス
ケ
ー
プ
の
機
能
（
生
物
資
源
生
産
機
能
、
炭

酸
ガ
ス
吸
収
機
能
や
分
解
機
能
等
物
質
循
環
機
能
、
多
様
性
保
全
機
能
、
土
壌
保
全
機
能
、
水
循
環
機
能
、
風
景
評
価

等
文
化
的
機
能
）
の
相
互
関
係
に
つ
い
て
、
重
点
的
に
調
査
・
研
究
を
行
い
、
ラ
ン
ド
ス
ケ
ー
プ
レ
ベ
ル
で
生
態
系
の

サ
ー
ビ
ス
機
能
評
価
基
準
を
算
定
す
る
た
め
の
ベ
ー
ス
を
作
成
す
る
。�

　
生
息
地
の
破
壊
・
分
断
化
と
侵
入
生
物
・
遺
伝
子
組
換
え
生
物
に
よ
る
地
域
生
態
系
の
生
物
多
様
性
へ
の
影
響
を
解

明
し
、
保
全
手
法
を
開
発
す
る
た
め
、
在
来
の
野
生
生
物
に
関
し
て
遺
伝
子
、
種
、
生
態
系
（
群
集
）
の
３
つ
の
多
様

性
レ
ベ
ル
で
地
域
の
特
性
並
び
に
多
様
性
と
生
態
系
機
能
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
種
分
布
の
分
断
化

や
侵
入
生
物
・
組
換
え
生
物
に
よ
る
撹
乱
を
地
図
情
報
化
す
る
。
さ
ら
に
、
空
間
情
報
を
用
い
た
種
間
競
争
の
モ
デ
ル

化
に
よ
っ
て
、
在
来
種
を
駆
逐
す
る
危
険
性
の
高
い
生
物
の
特
性
を
明
ら
か
に
す
る
。
ま
た
、
絶
滅
の
危
機
に
瀕
す
る

野
生
生
物
の
保
全
や
動
態
把
握
に
不
可
欠
な
技
術
及
び
手
法
の
開
発
研
究
を
実
施
す
る
。�

（
２
）
生
態
系
の
構
造
と
機
能
及
び
そ
の
管
理
手
法
�

　
　
　
に
関
す
る
研
究
�

（
２
）
酸
性
雨
等
の
長
距
離
越
境
大
気
汚
染
と
そ
の
�

　
　
　
影
響
に
関
す
る
研
究
�
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（
２
）
途
上
国
の
経
済
発
展
と
環
境
保
全
の
関
わ
り
�

　
　
　
に
関
す
る
研
究
�

　
ア
ジ
ア
途
上
国
の
経
済
発
展
と
環
境
変
化
の
関
わ
り
合
い
を
明
ら
か
に
し
、
低
環
境
負
荷
型
経
済
発
展
の
方
策
を
分

析
す
る
た
め
、
環
境
変
化
の
総
合
的
把
握
手
法
の
開
発
、
環
境
変
化
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
を
行
う
と
と
も
に
、
環
境
－

経
済
モ
デ
ル
の
開
発
・
改
良
を
行
い
、
ア
ジ
ア
途
上
国
の
経
済
発
展
シ
ナ
リ
オ
に
基
づ
く
環
境
変
化
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
を
行
う
。
ま
た
、
環
境
対
策
手
段
の
デ
ザ
イ
ン
、
環
境
対
策
手
段
の
効
果
分
析
に
よ
り
、
低
環
境
負
荷
型
経
済
発
展

の
方
策
の
検
討
等
を
行
う
。�

（
１
）
途
上
国
の
環
境
汚
染
対
策
に
関
す
る
研
究
�
　
開
発
途
上
国
に
お
い
て
は
工
業
化
・
都
市
化
の
進
展
に
伴
い
、
か
つ
て
我
が
国
が
経
験
し
た
大
気
汚
染
や
水
質
汚
濁

な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
環
境
汚
染
と
そ
れ
に
伴
う
健
康
被
害
に
直
面
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
環
境
汚
染
の
実
態
の
的
確
な
把

握
手
法
、
適
切
な
健
康
影
響
指
標
の
選
定
及
び
監
視
手
法
、
並
び
に
汚
染
防
止
や
被
害
防
止
の
た
め
の
途
上
国
に
適
用

可
能
な
対
策
技
術
手
法
の
開
発
な
ど
を
、
ア
ジ
ア
等
の
国
々
と
共
同
で
行
う
。�

６
．
開
発
途
上
国
の
環
境
問
題
�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
�

重
　
点
　
研
　
究
　
分
　
野
�

（
４
）
湖
沼
・
海
域
環
境
の
保
全
に
関
す
る
研
究
�

（
６
）
土
壌
劣
化
、
土
壌
汚
染
の
機
構
解
明
と
そ
の
�

　
　
　
予
測
に
関
す
る
研
究
�

（
５
）
地
下
水
汚
染
機
構
の
解
明
と
そ
の
予
測
に
関
�

　
　
　
す
る
研
究
�

　
土
壌
の
酸
性
化
、
重
金
属
汚
染
（
特
に
ビ
ス
マ
ス
、
ア
ン
チ
モ
ン
な
ど
の
次
世
代
技
術
利
用
金
属
に
よ
る
汚
染
）、

有
害
化
学
物
質
汚
染
、
塩
類
集
積
な
ど
の
原
因
物
質
の
動
態
と
、
土
壌
の
化
学
的
・
生
物
的
劣
化
機
構
を
解
明
す
る
と

と
も
に
、
土
壌
の
劣
化
（
健
全
度
）
指
数
の
確
立
や
原
因
物
質
の
土
壌
滞
留
時
間
の
算
定
・
評
価
を
行
っ
て
、
土
壌
劣

化
の
将
来
を
予
測
す
る
。
ま
た
、
寒
冷
地
土
壌
（
凍
土
）
の
微
生
物
特
性
と
物
質
代
謝
（
温
室
効
果
ガ
ス
発
生
）
に
対

す
る
温
暖
化
の
影
響
機
構
を
解
明
し
、
地
球
規
模
物
質
循
環
の
変
動
を
予
測
す
る
。�

　
多
様
な
特
性
を
示
す
化
学
物
質
に
つ
い
て
、
地
下
水
中
で
の
挙
動
を
解
明
し
、
そ
の
広
が
り
を
予
測
す
る
手
法
を
開

発
す
る
。
人
為
起
源
と
自
然
起
源
の
共
存
す
る
ヒ
素
や
ホ
ウ
素
な
ど
に
つ
い
て
、
化
学
形
態
分
析
な
ど
に
基
づ
い
て
そ

の
起
源
を
明
ら
か
に
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。
ま
た
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
な
ど
、
土
壌
等
に
吸
着
し
や
す
い
化
学
物
質

の
地
下
水
中
で
の
挙
動
を
解
明
す
る
。
さ
ら
に
、
硝
酸
性
窒
素
な
ど
に
よ
る
地
下
水
汚
染
が
土
壌
中
に
含
ま
れ
る
成
分

を
溶
出
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
ず
る
二
次
汚
染
の
機
構
を
解
明
す
る
。�

　
河
川
・
湖
沼
・
海
域
の
統
一
的
な
有
機
物
指
標
に
よ
る
評
価
手
法
の
確
立
を
図
る
た
め
、
湖
沼
を
含
む
流
域
圏
を
対

象
と
し
、
溶
存
有
機
物
の
特
性
や
水
生
生
態
系
へ
の
影
響
に
関
す
る
科
学
的
知
見
を
集
積
し
、
有
機
炭
素
や
溶
存
有
機

炭
素
を
指
標
と
し
た
水
質
管
理
手
法
の
枠
組
み
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
沿
岸
域
の
生
態
系
、
特
に
底
生
生
態
系
に
着
目

し
て
、
そ
の
機
構
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
様
々
な
修
復
技
術
が
生
態
系
に
与
え
る
影
響
や
効
果
を
評
価
す
る
手

法
を
開
発
す
る
。�
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研
　
究
　
の
　
方
　
向
�

重
　
点
　
研
　
究
　
分
　
野
�

７
．
環
境
問
題
の
解
明
・
対
策
の
た
め
の
監
視
観
測
 

�

（
１
）
地
球
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
�

　
人
工
衛
星
を
利
用
し
た
地
球
大
気
環
境
の
監
視
・
観
測
の
た
め
、
オ
ゾ
ン
層
観
測
セ
ン
サ
ー
「
改
良
型
大
気
周
縁
赤

外
分
光
計
II型
（
IL
A
S-
II）
」
や
温
室
効
果
ガ
ス
観
測
セ
ン
サ
ー
「
傾
斜
軌
道
衛
星
搭
載
太
陽
掩
蔽
法
フ
ー
リ
エ
変
換
赤

外
分
光
計
(S
O
FI
S)
」
に
よ
り
取
得
さ
れ
る
デ
ー
タ
を
処
理
し
、
オ
ゾ
ン
層
破
壊
、
地
球
温
暖
化
等
に
係
る
研
究
、
監

視
等
の
科
学
的
利
用
を
図
る
た
め
の
デ
ー
タ
プ
ロ
ダ
ク
ト
と
し
て
国
内
外
に
向
け
て
提
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

デ
ー
タ
処
理
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
研
究
、
デ
ー
タ
処
理
運
用
シ
ス
テ
ム
の
開
発
及
び
運
用
を
行
う
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
検
証

解
析
研
究
、
利
用
実
証
研
究
を
行
い
、
デ
ー
タ
の
有
効
性
を
実
証
す
る
。
IL
A
S-
IIに
つ
い
て
は
デ
ー
タ
処
理
運
用
シ
ス

テ
ム
の
開
発
を
終
え
、
デ
ー
タ
処
理
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
改
訂
を
行
い
つ
つ
、
IL
A
S-
II機
器
の
運
用
状
況
に
合
わ
せ
て
、
デ
ー

タ
処
理
、
検
証
解
析
、
利
用
実
証
、
提
供
を
行
う
。
ま
た
、
SO
FI
S
に
つ
い
て
は
、
環
境
省
に
お
け
る
衛
星
搭
載
機
器

の
製
作
状
況
に
合
わ
せ
て
、
デ
ー
タ
処
理
運
用
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
行
う
。�

（
２
）
衛
星
観
測
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

　
温
室
効
果
ガ
ス
の
変
動
に
つ
い
て
は
、
地
上
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
、
航
空
機
、
船
舶
、
遠
隔
計
測
な
ど
世
界
に
先
駆
け
た

新
た
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
用
い
て
、
同
位
体
比
な
ど
高
度
で
国
際
的
に
比
較
で
き
る
高
精
度
な
観
測
を
長
期
に
継

続
し
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
変
動
要
因
の
解
析
や
変
動
予
測
の
研
究
に
必
要
な
デ
ー
タ
を
得
る
と
と
も
に
、
広
く
研
究
等

に
役
立
て
る
た
め
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
し
て
整
備
す
る
。
ま
た
、
森
林
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
吸
収
の
長
期
観
測
を
行
い
、

森
林
吸
収
モ
デ
ル
の
開
発
や
吸
収
量
評
価
法
の
開
発
な
ど
を
行
う
。
ま
た
、
河
川
や
湖
沼
の
水
質
、
土
地
被
覆
の
変
動

を
監
視
・
観
測
し
、
国
際
的
な
連
携
の
下
に
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
し
て
提
供
す
る
。�

　
オ
ゾ
ン
層
変
動
及
び
有
害
紫
外
線
に
つ
い
て
は
、
地
上
及
び
衛
星
に
よ
る
監
視
・
観
測
を
長
期
に
継
続
し
、
オ
ゾ
ン

層
変
動
、
影
響
解
明
、
対
策
効
果
の
監
視
・
評
価
の
研
究
に
有
用
な
デ
ー
タ
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
国
民
へ
の
普
及

啓
発
活
動
を
行
う
。�
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１
－
２
　
統
合
評
価
モ
デ
ル
を
用
い
た
地
球
温
暖
化
�

　
　
　
　
の
シ
ナ
リ
オ
分
析
と
ア
ジ
ア
を
中
心
と
し
�

　
　
　
　
た
総
合
的
対
策
研
究
�

　
京
都
議
定
書
及
び
そ
の
後
の
世
界
規
模
の
経
済
発
展
や
環
境
対
策
が
、
地
球
規
模
の
気
候
変
動
及
び
そ
の
社
会
的
・

環
境
的
影
響
を
ど
の
程
度
軽
減
す
る
か
、
さ
ら
に
は
ア
ジ
ア
地
域
の
経
済
発
展
と
環
境
問
題
を
踏
ま
え
て
ど
の
よ
う
な

総
合
的
対
策
を
図
る
べ
き
か
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
わ
が
国
、ア
ジ
ア
地
域
、及
び
世
界
を
対
象
と
す
る
温
室
効
果
ガ
ス
・
エ
ア
ロ
ゾ
ル
排
出
モ
デ
ル
を
改
良
・
開
発
す
る
。�

②
大
気
海
洋
結
合
気
候
モ
デ
ル
の
高
精
度
化
、
並
び
に
地
域
気
候
モ
デ
ル
の
開
発
・
高
精
度
化
を
図
る
。�

③
水
資
源
や
農
業
等
へ
の
影
響
モ
デ
ル
の
開
発
・
改
良
に
取
り
組
む
。�

④
ア
ジ
ア
全
域
及
び
主
要
国
に
適
用
で
き
る
環
境
－
経
済
統
合
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。�

（
別
紙
２
）
　
重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
研
究
の
方
向
と
到
達
目
標
�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

１
．
地
球
温
暖
化
の
影
響
評
価
と
対
策
効
果
�

１
－
１
　
炭
素
循
環
と
吸
収
源
変
動
要
因
の
解
明
�
　
京
都
議
定
書
で
は
人
為
的
な
森
林
吸
収
増
加
活
動
な
ど
を
二
酸
化
炭
素
削
減
対
策
と
し
て
認
め
る
こ
と
に
な
り
、
人

為
活
動
に
よ
る
炭
素
蓄
積
を
十
分
な
科
学
的
根
拠
を
持
っ
て
評
価
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
長
期
的
に

は
、
人
為
的
な
森
林
吸
収
増
加
活
動
だ
け
で
は
な
く
、
森
林
保
全
や
炭
素
の
隔
離
な
ど
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
炭
素
固
定
を

評
価
す
る
方
向
に
向
か
う
可
能
性
も
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
森
林
規
模
か
ら
グ
ロ
ー
バ
ル
な
規
模
ま
で
様
々
な
ス
ケ
ー

ル
で
の
研
究
を
精
力
的
に
遂
行
し
、
炭
素
循
環
を
総
合
的
に
理
解
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
森
林
や
海

洋
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
の
評
価
や
変
動
要
因
の
解
析
を
目
的
と
し
て
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
京
都
議
定
書
で
評
価
さ
れ
る
植
林
等
の
活
動
に
よ
る
C
O
2
吸
収
量
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
認
証
手
法
を
確
立
し
、
わ

が
国
の
二
酸
化
炭
素
排
出
削
減
策
に
直
接
貢
献
す
る
。
そ
の
た
め
に
、
二
酸
化
炭
素
フ
ラ
ッ
ク
ス
観
測
サ
イ
ト
に
お

い
て
、
樹
木
の
炭
素
吸
収
、
土
壌
呼
吸
、
樹
冠
上
の
フ
ラ
ッ
ク
ス
測
定
、
樹
冠
内
の
二
酸
化
炭
素
貯
留
、
森
林
上
空

の
二
酸
化
炭
素
濃
度
変
動
の
観
測
、
森
林
の
バ
イ
オ
マ
ス
・
光
合
成
等
を
計
測
す
る
高
精
度
遠
隔
計
測
な
ど
を
行
う
。

そ
の
結
果
を
用
い
、
気
象
、
土
壌
、
管
理
条
件
を
変
数
と
す
る
炭
素
ス
ト
ッ
ク
変
化
算
定
モ
デ
ル
を
開
発
し
、
森
林

生
態
系
の
吸
収
を
総
合
的
に
評
価
す
る
。�

②
陸
域
生
態
系
を
中
心
と
し
た
温
室
効
果
気
体
の
吸
収
・
排
出
を
地
域
規
模
で
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
科
学
的
根
拠

に
基
づ
い
た
温
室
効
果
気
体
の
濃
度
安
定
化
策
の
策
定
に
貢
献
す
る
。
そ
の
た
め
に
、
航
空
機
や
タ
ワ
ー
に
よ
り
二

酸
化
炭
素
濃
度
分
布
変
動
を
測
定
し
、
二
酸
化
炭
素
な
ど
の
吸
収
や
放
出
量
を
推
定
す
る
。
さ
ら
に
そ
の
季
節
変
動
、

長
期
変
動
を
測
定
し
、
変
動
要
因
を
解
析
す
る
。�

③
貨
物
船
を
含
む
様
々
な
観
測
手
段
を
活
用
し
て
、太
平
洋
の
二
酸
化
炭
素
吸
収
フ
ラ
ッ
ク
ス
の
分
布
・
季
節
変
動
を
求

め
る
。そ
の
支
配
要
因
の
解
析
と
と
も
に
、グ
ロ
ー
バ
ル
な
炭
素
収
支
に
お
け
る
太
平
洋
の
寄
与
を
明
ら
か
に
す
る
。�

④
陸
域
と
海
洋
の
二
酸
化
炭
素
吸
収
の
評
価
を
大
陸
・
海
洋
・
全
球
の
規
模
で
実
施
し
、
そ
の
変
動
要
因
を
解
明
す
る
。

地
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
に
お
い
て
、
同
位
体
や
酸
素
／
窒
素
比
等
の
長
期
観
測
を
行
い
、
温
室
効

果
ガ
ス
等
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
を
駆
使
し
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
陸
域
／
海
洋
吸
収
を
評
価
す
る
。�

　
こ
れ
ら
の
観
測
研
究
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
地
球
環
境
研
究
セ
ン
タ
ー
の
地
球
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
デ
ー
タ
ー

ベ
ー
ス
事
業
と
の
密
接
な
協
力
下
で
、
ま
た
、
IG
BP
/I
H
D
P/
W
C
RP
 J
oi
nt
 C
ar
bo
n 
C
yc
le
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
の
国
際

的
な
取
組
と
連
携
し
て
推
進
す
る
。�
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２
．
成
層
圏
オ
ゾ
ン
層
変
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
機
�

　
　
構
解
明
�

　
中
期
計
画
期
間
は
、
オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
の
効
果
が
現
れ
、
成
層
圏
で
は
オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
濃
度
が
ピ
ー
ク
に
達

し
、
緩
や
か
な
減
少
傾
向
に
転
ず
る
時
期
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
極
域
（
高
緯
度
域
）
の
成
層
圏
オ
ゾ
ン
層

は
、
種
々
の
要
因
の
影
響
を
最
も
顕
著
に
受
け
る
領
域
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
高
緯
度
域
を
対
象
に
し
た
人
工
衛

星
搭
載
セ
ン
サ
ー
（
衛
星
観
測
）、
地
上
設
置
遠
隔
計
測
機
器
等
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層
の
観
測
、
デ
ー
タ
解
析
を
行
い
、

オ
ゾ
ン
層
変
動
の
監
視
、
オ
ゾ
ン
層
変
動
機
構
の
解
明
に
資
す
る
デ
ー
タ
を
国
内
外
に
提
供
す
る
と
と
も
に
、
オ
ゾ
ン

層
変
動
機
構
に
係
る
科
学
的
知
見
の
蓄
積
を
図
り
、
将
来
の
オ
ゾ
ン
層
変
動
の
予
測
、
検
証
に
貢
献
す
る
。
こ
の
た
め
、

以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
環
境
省
が
進
め
る
衛
星
観
測
（
平
成
13
年
度
打
ち
上
げ
予
定
の
改
良
型
大
気
周
縁
赤
外
分
光
計
II型
：
IL
A
S-
II、
平

成
17
年
頃
の
打
ち
上
げ
予
定
の
傾
斜
軌
道
衛
星
搭
載
太
陽
掩
蔽
法
フ
ー
リ
エ
変
換
赤
外
分
光
計
：
SO
FI
S
）
事
業
の

地
上
部
分
と
し
て
、
デ
ー
タ
処
理
運
用
シ
ス
テ
ム
の
開
発
・
改
訂
（
IL
A
S-
II及
び
SO
FI
S
）、
並
び
に
運
用
（
IL
A
S-
II

セ
ン
サ
ー
運
用
、
デ
ー
タ
処
理
、
検
証
解
析
、
利
用
実
証
、
提
供
）
を
行
う
。
IL
A
S-
II運
用
開
始
後
１
年
以
内
に
国

内
外
の
登
録
研
究
者
に
対
し
て
デ
ー
タ
提
供
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
検
証
解
析
、
利
用
実
証
研
究
を
開
始
す
る
。

検
証
解
析
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、
IL
A
S-
II運
用
開
始
後
３
年
程
度
以
内
を
目
途
に
、
一
般
研
究
者
に
対
す
る
デ
ー
タ

提
供
を
開
始
す
る
。
SO
FI
S
デ
ー
タ
処
理
運
用
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
本
中
期
計
画
期
間
終
了
ま
で
に
開
発
を
終
え
、

衛
星
打
ち
上
げ
に
備
え
る
。�

②
オ
ゾ
ン
層
に
係
る
地
上
設
置
遠
隔
計
測
機
器
（
つ
く
ば
に
お
け
る
ミ
リ
波
オ
ゾ
ン
分
光
計
等
、
陸
別
成
層
圏
総
合
観

測
室
に
お
け
る
ミ
リ
波
オ
ゾ
ン
分
光
計
）
に
よ
る
観
測
を
継
続
し
て
行
い
、
校
正
・
検
証
、
デ
ー
タ
再
解
析
、
デ
ー

タ
質
評
価
の
他
、
科
学
的
な
解
析
を
利
用
実
証
研
究
と
し
て
行
い
、
デ
ー
タ
の
有
効
性
を
実
証
し
た
上
で
、
デ
ー
タ

取
得
後
３
年
程
度
以
内
を
目
途
に
順
次
、
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
と
し
て
国
内
外
に
提
供
す
る
。�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

⑤
地
球
温
暖
化
に
関
す
る
排
出
・
気
候
変
動
・
影
響
、
さ
ら
に
は
ア
ジ
ア
地
域
の
経
済
発
展
と
環
境
の
関
係
を
一
貫
し

て
分
析
す
る
た
め
、
個
々
の
モ
デ
ル
を
つ
な
ぐ
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
を
開
発
し
て
、
モ
デ
ル
の
統
合
化
を
図
る
。�

⑥
最
新
の
社
会
経
済
的
動
向
や
技
術
評
価
を
ベ
ー
ス
に
し
て
個
々
の
対
策
技
術
や
対
策
措
置
の
効
果
を
推
計
し
、
わ
が

国
、
ア
ジ
ア
、
及
び
世
界
の
温
室
効
果
ガ
ス
が
ど
の
程
度
削
減
可
能
か
を
推
計
す
る
。�

⑦
こ
の
よ
う
な
対
策
措
置
を
前
提
と
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
を
基
に
し
て
、
全
球
的
及
び
地
域
的
に
気
候
変
動
が
ど
の
程

度
緩
和
さ
れ
る
か
を
推
計
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
推
計
に
お
け
る
不
確
実
性
の
度
合
い
及
び
そ
の
要
因
に
つ
い

て
評
価
す
る
。�

⑧
気
候
変
動
の
緩
和
を
前
提
に
し
て
、
こ
の
よ
う
な
緩
和
が
社
会
的
・
環
境
的
影
響
を
ど
の
程
度
軽
減
さ
せ
る
か
に
つ

い
て
ア
ジ
ア
地
域
を
中
心
に
推
計
し
、
こ
れ
ら
の
影
響
に
適
応
可
能
か
ど
う
か
を
検
討
す
る
。
さ
ら
に
、
推
計
の
不

確
実
性
の
度
合
い
及
び
そ
の
要
因
に
つ
い
て
評
価
す
る
。�

⑨
以
上
の
シ
ナ
リ
オ
分
析
を
基
に
ア
ジ
ア
地
域
の
総
合
的
対
策
の
在
り
方
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
ア
ジ
ア
の
経
済
発

展
と
温
暖
化
対
策
、
さ
ら
に
は
温
暖
化
対
策
と
他
の
環
境
対
策
と
の
関
係
を
分
析
す
る
。
特
に
、
温
暖
化
対
策
を
含

む
環
境
対
策
分
野
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
及
び
そ
の
実
現
の
た
め
の
投
資
の
緊
急
性
を
評
価
す
る
。�

⑩
分
析
結
果
を
各
種
背
景
デ
ー
タ
と
有
機
的
に
関
連
づ
け
て
戦
略
的
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
、
研
究
の
普
及
を
図
る

と
と
も
に
、
ア
ジ
ア
途
上
国
へ
の
分
析
技
術
の
移
転
を
図
る
。�
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３
．
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
及
び
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
リ
ス
ク
評
価
と
管
理
�

３
－
１
　
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
総
合
的
対
策
�

　
　
　
　
に
関
す
る
研
究
�

　
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
に
つ
い
て
の
分
析
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法
、地
域
環
境
に
お
け
る
環
境
動
態
、野
生
生
物
お

よ
び
高
等
動
物
へ
の
影
響
、分
解
処
理
技
術
、ま
た
環
境
リ
ス
ク
評
価
と
管
理
の
た
め
の
情
報
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
検
討
・

開
発
を
下
記
の
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
行
い
、
こ
れ
ら
物
質
群
の
影
響
評
価
と
対
策
・
管
理
手
法
を
総
合
的
に
提
示
す
る
。
�

①
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
分
析
手
法
に
関
し
て
、
液
体
ク
ロ
マ
ト
グ
ラ
フ
質
量
分
析
法
お
よ
び
液
体
ク
ロ
マ
ト
グ

ラ
フ
核
磁
気
共
鳴
分
析
法
（
N
M
R）
の
適
用
に
よ
る
高
感
度
分
析
手
法
を
開
発
す
る
。
ま
た
、
受
容
体
結
合
性
や
培

養
細
胞
等
を
用
い
た
未
知
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
検
出
系
、
こ
れ
を
用
い
た
常
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
分
析
装
置

の
開
発
を
行
う
。�

②
工
業
出
荷
量
の
多
い
約
10
種
類
の
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
に
つ
い
て
、
霞
ヶ
浦
及
び
東
京
湾
に
お
い
て
存
在
量
、

存
在
形
態
、
生
物
蓄
積
、
分
解
速
度
、
代
謝
産
物
と
活
性
を
そ
れ
ぞ
れ
明
ら
か
に
す
る
。
海
洋
、
土
壌
圏
、
大
気
圏

に
お
い
て
も
、
媒
体
の
特
性
に
応
じ
て
同
様
の
方
法
論
で
の
検
討
を
行
い
、
各
媒
体
に
お
け
る
内
分
泌
か
く
乱
化
学

物
質
の
環
境
動
態
を
明
ら
か
に
す
る
。�

③
巻
貝
、
ス
ズ
キ
、
カ
モ
等
の
野
生
生
物
の
繁
殖
に
対
し
て
、
個
体
数
、
性
比
、
繁
殖
障
害
な
ど
の
影
響
を
検
討
す
る

と
と
も
に
、
生
態
影
響
の
試
験
法
を
検
討
す
る
。�

④
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
ヒ
ト
や
実
験
動
物
の
脳
神
経
機
能
や
生
殖
系
に
及
ぼ
す
影
響
を
、
核
磁
気
共
鳴
イ
メ
ー

ジ
技
術
（
M
RI
）、
行
動
科
学
的
、
生
化
学
的
及
び
組
織
学
的
手
法
を
用
い
て
明
ら
か
に
す
る
。�

⑤
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
の
分
解
処
理
技
術
に
つ
い
て
、
植
物
分
解
の
プ
ロ
セ
ス
に
関
す
る
基
礎
的
開
発
を
行
い
、

汚
染
土
壌
に
対
す
る
有
効
性
を
実
地
試
験
に
よ
っ
て
確
認
す
る
。�

⑥
内
分
泌
か
く
乱
化
学
物
質
等
の
環
境
リ
ス
ク
の
評
価
と
管
理
を
統
合
的
に
行
う
た
め
の
情
報
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。

内
分
泌
か
く
乱
作
用
の
デ
ー
タ
解
析
お
よ
び
、
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
解
析
、
環
境
動
態
モ
デ
ル
を
用
い
た
曝
露
評
価

と
将
来
予
測
、
統
合
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
開
発
と
政
策
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
検
討
を
行
い
、
統
合
的
な
情
報
管
理
手
法
を

確
立
す
る
。�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

③
こ
れ
ら
の
観
測
デ
ー
タ
、あ
る
い
は
そ
の
他
の
種
々
の
観
測
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
解
析
的
研
究
、数
値
モ
デ
ル
を
活
用

し
た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
研
究
を
進
め
、極
域
オ
ゾ
ン
層
変
動
に
係
る
物
理
・
化
学
的
な
主
要
な
要
素
プ
ロ
セ
ス
に
つ

い
て
、変
動
機
構
及
び
オ
ゾ
ン
変
動
に
対
す
る
寄
与
の
解
明
を
行
う
。シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
研
究
に
お
い
て
は
、成
層

圏
化
学
プ
ロ
セ
ス
を
含
む
化
学
－
放
射
結
合
３
次
元
モ
デ
ル（
水
平
グ
リ
ッ
ド
間
隔
2.
8度
）を
開
発
し
、特
に
温
室
効

果
ガ
ス
等
の
増
加
に
対
す
る
成
層
圏
オ
ゾ
ン
層
の
応
答
に
対
す
る
化
学
及
び
輸
送
過
程
の
寄
与
の
解
明
を
行
う
。ま

た
、オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
の
根
拠
と
な
っ
た
オ
ゾ
ン
層
変
動
予
測
、最
新
の
オ
ゾ
ン
層
変
動
予
測
の
検
証
を
行
う
。�

　
　
衛
星
及
び
地
上
設
置
遠
隔
計
測
機
器
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層
観
測
に
つ
い
て
は
、地
球
環
境
研
究
セ
ン
タ
ー
の
地
球
環

境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
事
業
と
の
連
携
の
も
と
に
実
施
す
る
。ま
た
、こ
れ
ら
の
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ

て
は
、環
境
省
が
米
国
航
空
宇
宙
局（
N
A
SA
）、
仏
国
立
宇
宙
セ
ン
タ
ー（
C
N
ES
）、
宇
宙
開
発
事
業
団（
N
A
SD
A
）と
の

共
同
研
究
公
募
で
採
択
し
た
国
内
外
の
研
究
者
の
参
加
を
得
る
と
と
も
に
、成
層
圏
変
化
の
早
期
検
出
の
た
め
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク（
N
D
SC
）参
加
機
関
・
研
究
者
と
の
連
携
、東
京
大
学
等
の
大
学
の
研
究
者
と
の
共
同
研
究
を
進
め
る
。�

　
　
こ
れ
ら
の
成
果
は
、
学
術
論
文
等
と
し
て
発
表
、
普
及
を
図
る
他
、
観
測
デ
ー
タ
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
通
じ

て
一
般
に
提
供
を
行
う
。
�
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３
－
２
　
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
総
合
的
対
策
の
高
度
�

　
　
　
　
化
に
関
す
る
研
究
�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

４
．
生
物
多
様
性
の
減
少
機
構
の
解
明
と
保
全
�

　
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
関
す
る
新
た
な
計
測
手
法
、
人
へ
の
生
体
影
響
指
標
と
内
分
泌
か
く
乱
作
用
の
検
討
、
地
球
規

模
汚
染
の
調
査
と
予
測
及
び
評
価
、
さ
ら
に
新
規
類
似
物
質
に
関
す
る
検
討
を
下
記
の
一
連
の
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
行
い
、

こ
の
物
質
群
に
対
す
る
評
価
技
術
と
総
合
的
対
策
手
法
を
提
示
す
る
。�

①
新
た
な
計
測
手
法
に
関
わ
る
研
究
と
し
て
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
超
高
感
度
分
離
・
分
析
を
迅
速
に
行
う
簡
易

G
C
/M
S
測
定
法
の
開
発
、
分
析
法
の
標
準
化
に
関
す
る
検
討
、
A
h
受
容
体
遺
伝
子
レ
ポ
ー
タ
ー
ア
ッ
セ
イ
を
用
い

た
迅
速
分
析
手
法
の
開
発
、
及
び
排
ガ
ス
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法
の
開
発
を
行
う
。�

②
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
曝
露
量
お
よ
び
生
体
影
響
評
価
に
関
す
る
研
究
と
し
て
、
ヒ
ト
に
お
け
る
曝
露
量
・
体
内
負
荷

量
を
評
価
す
る
た
め
血
液
、
組
織
、
胎
盤
等
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
濃
度
の
測
定
と
体
内
動
態
・
体
内
負
荷
量
の
推
定
、

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
曝
露
を
鋭
敏
に
検
出
す
る
生
体
影
響
指
標
の
検
索
と
評
価
、
な
ら
び
に
こ
れ
ら
影
響
指
標
と
曝

露
の
関
係
の
検
討
か
ら
生
態
影
響
指
標
の
適
用
可
能
性
を
示
し
、
さ
ら
に
動
物
種
に
よ
る
感
受
性
の
差
異
を
決
定
す

る
要
因
の
遺
伝
子
レ
ベ
ル
で
の
検
討
結
果
を
明
ら
か
に
す
る
。�

③
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
内
分
泌
か
く
乱
作
用
の
解
明
の
た
め
、
雄
性
生
殖
器
の
発
達
阻
害
、
脳
の
形
態
形
成
過
程
へ
の

影
響
、
胸
腺
T
細
胞
分
化
へ
の
影
響
の
検
討
を
行
い
、
こ
れ
に
よ
っ
て
初
期
胚
か
ら
新
生
仔
期
に
お
け
る
ダ
イ
オ
キ

シ
ン
類
の
内
分
泌
か
く
乱
作
用
に
つ
い
て
体
内
負
荷
量
と
影
響
指
標
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
す
る
。�

④
臭
素
化
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
分
析
手
法
の
開
発
、
分
析
手
法
の
標
準
化
と
ヒ
ト
へ
の
曝
露
評
価
を
行
う
。
臭
素
化
ダ

イ
オ
キ
シ
ン
類
お
よ
び
関
連
化
合
物
に
関
す
る
第
一
次
的
な
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
。�

⑤
地
球
規
模
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
汚
染
と
生
態
影
響
に
関
す
る
研
究
と
し
て
、
北
太
平
洋
海
域
で
の
指
標
生
物
中
の
ダ

イ
オ
キ
シ
ン
類
の
分
析
を
行
い
、
長
距
離
移
送
と
分
布
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
。
ま
た
、
環
境
運
命
予
測
に
関
す

る
研
究
と
し
て
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
を
含
む
PO
Ps
の
長
距
離
輸
送
特
性
お
よ
び
残
留
性
の
評
価
系
を
確
立
す
る
た

め
、
モ
デ
ル
構
造
に
関
す
る
理
論
的
開
発
を
行
う
。�

⑥
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策
の
一
環
と
し
て
、
土
壌
・
底
質
に
蓄
積
さ
れ
た
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
を
、
超
音
波
分
解
、
熱
水
抽
出

技
術
、
生
物
利
用
に
よ
る
分
解
に
よ
り
処
理
す
る
要
素
処
理
技
術
の
開
発
を
実
験
室
規
模
に
お
い
て
行
う
。�

　
生
物
多
様
性
減
少
の
多
く
の
原
因
の
な
か
で
、
特
に
、
生
息
地
の
破
壊
・
分
断
化
と
侵
入
生
物
・
遺
伝
子
組
換
え
生

物
に
着
目
し
、
生
物
多
様
性
減
少
機
構
を
解
明
し
、
そ
の
防
止
策
並
び
に
適
切
な
生
態
系
管
理
方
策
を
講
じ
る
た
め
の

定
性
的
、
定
量
的
な
科
学
的
知
見
を
得
る
。
こ
の
た
め
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
人
為
的
な
環
境
改
変
の
影
響
が
大
き
い
と
思
わ
れ
る
野
生
生
物
（
動
物
及
び
植
物
計
10
0
種
程
度
）
の
地
理
的
分
布

の
文
献
・
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査
を
行
い
、
地
図
情
報
化
す
る
と
と
も
に
、
分
布
を
規
定
す
る
要
因
を
解
析
す
る
。
土
地

改
変
や
気
候
変
動
の
歴
史
的
情
報
か
ら
野
生
生
物
の
分
布
変
化
を
把
握
す
る
手
法
を
開
発
し
、
こ
れ
を
も
と
に
ア
ジ

ア
地
域
ス
ケ
ー
ル
で
の
生
物
多
様
性
の
変
動
を
予
測
す
る
二
次
元
空
間
モ
デ
ル
の
開
発
を
行
う
。�

②
人
間
と
野
生
生
物
が
共
存
す
る
流
域
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
単
位
（
ほ
ぼ
均
一
な
局
所
生
態
系
）
に
よ
っ
て
モ
ザ
イ
ク
状

に
構
成
さ
れ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
単
位
の
成
立
要
因
や
種
多
様
性
と
の
関
係
を
解
明
し
、
水
生
生
物
の
種
多
様
性
や
生

息
状
況
を
予
測
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。�

③
森
林
生
態
系
を
イ
メ
ー
ジ
し
た
個
体
ベ
ー
ス
モ
デ
ル
を
用
い
て
、
多
種
生
物
競
争
系
の
解
析
を
行
う
。
生
息
地
の
分

断
縮
小
の
影
響
や
遺
伝
子
伝
搬
を
解
析
し
て
、
生
物
多
様
性
の
動
態
に
影
響
す
る
要
因
と
プ
ロ
セ
ス
を
評
価
す
る
。�
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研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

５
．
東
ア
ジ
ア
の
流
域
圏
に
お
け
る
生
態
系
機
能
の
�

　
　
モ
デ
ル
化
と
持
続
可
能
な
環
境
管
理
�

④
侵
入
生
物
の
侵
入
経
路
、
現
在
の
分
布
、
在
来
生
物
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
な
ど
の
情
報
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
と
地
図
情

報
化
を
行
い
、
分
布
拡
大
の
原
因
を
分
析
す
る
。
ま
た
、
遺
伝
的
か
く
乱
の
実
態
調
査
を
行
う
。�

⑤
遺
伝
子
組
換
え
生
物
の
生
態
系
影
響
評
価
手
法
を
開
発
す
る
た
め
、
分
子
生
物
学
的
手
法
に
よ
る
安
全
性
検
査
手
法

の
開
発
、
モ
デ
ル
実
験
生
態
系
の
設
計
、
並
び
に
育
種
作
物
な
ど
の
自
然
界
へ
の
侵
入
拡
大
の
調
査
を
行
う
。�

　
こ
れ
ら
の
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
森
林
総
合
研
究
所
、
大
学
（
東
京
大
学
農
学
生
命
科
学
研
究
科
、
京
都

大
学
生
態
学
研
究
セ
ン
タ
ー
、
神
戸
大
学
理
学
部
な
ど
）
と
連
携
・
協
力
し
て
実
施
す
る
。
ま
た
、
在
来
種
や
侵
入
種
、

地
域
個
体
群
の
分
布
情
報
、
繁
殖
特
性
情
報
は
、
で
き
る
か
ぎ
り
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
開
し
，
地
方
自
治
体
や

N
G
O
に
よ
る
利
用
に
供
す
る
。�

　
日
本
及
び
東
ア
ジ
ア
、
特
に
中
国
に
お
け
る
均
衡
あ
る
発
展
を
さ
さ
え
る
た
め
の
環
境
の
基
本
ユ
ニ
ッ
ト
は
流
域
圏

で
あ
る
。
こ
の
流
域
圏
が
持
つ
生
態
系
機
能
を
科
学
的
に
観
測
・
把
握
し
、
モ
デ
ル
化
を
行
う
こ
と
に
よ
り
生
態
系
機

能
の
劣
化
・
修
復
の
予
測
手
法
を
開
発
す
る
と
と
も
に
、
環
境
負
荷
の
削
減
、
開
発
計
画
の
見
直
し
、
環
境
修
復
技
術

の
適
用
等
持
続
可
能
な
環
境
管
理
計
画
を
提
言
す
る
た
め
に
以
下
を
目
標
と
し
て
研
究
を
行
う
。�

①
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
生
態
系
機
能
を
科
学
的
に
解
明
し
､
環
境
の
時
系
列
変
化
を
継
続
的
に
追
跡
・
把
握
す
る
た
め

に
国
環
研
と
中
国
科
学
院
が
共
同
で
衛
星
M
O
D
IS
の
受
信
局
を
北
京
と
ウ
ル
ム
チ
に
設
置
し
、
東
ア
ジ
ア
の
観
測
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
構
築
す
る
。
衛
星
デ
ー
タ
及
び
地
上
観
測
に
よ
り
､
陸
域
に
お
け
る
水
・
物
質
循
環
に
と
っ
て
重
要
な

パ
ラ
メ
ー
タ
ー
（
植
生
分
布
、
地
表
面
温
度
、
積
雪
量
、
降
雨
分
布
、
土
壌
水
分
量
等
）
の
計
測
手
法
を
開
発
す
る

と
と
も
に
、
水
動
態
フ
ラ
ッ
ク
ス
及
び
陸
域
の
生
物
生
産
量
の
推
定
手
法
を
開
発
す
る
。�

②
中
国
に
お
け
る
人
為
的
な
水
循
環
変
動
が
水
資
源
保
全
能
力
､
農
業
生
産
能
力
等
の
生
態
系
機
能
に
与
え
る
影
響
を

予
測
す
る
た
め
の
陸
域
環
境
統
合
モ
デ
ル
の
確
立
を
行
う
。
陸
域
に
お
け
る
、
a）
降
雨
・
土
砂
流
出
量
及
び
洪
水

氾
濫
分
布
、
土
壌
乾
燥
化
・
塩
類
集
積
の
予
測
手
法
モ
デ
ル
、
b）
陸
域
か
ら
の
点
源
・
非
点
源
汚
濁
負
荷
発
生
量

の
推
定
手
法
の
開
発
、
c）
河
川
､
ダ
ム
､
湖
沼
生
態
系
を
対
象
と
し
た
物
質
循
環
予
測
手
法
､
の
構
築
と
そ
の
統
合

化
に
よ
る
流
域
環
境
管
理
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。�

③
陸
域
か
ら
の
汚
濁
負
荷
や
開
発
等
人
為
的
改
変
に
と
も
な
う
底
生
生
態
系
を
含
む
沿
岸
海
域
生
態
系
の
変
動
予
測
手

法
と
海
域
環
境
管
理
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。�

④
ダ
ム
建
設
、
長
江
・
黄
河
流
域
間
水
輸
送
等
の
電
力
・
水
資
源
開
発
や
、
植
林
、
節
水
型
農
業
、
工
場
・
生
活
排
水

処
理
等
の
環
境
保
全
対
策
オ
プ
シ
ョ
ン
が
流
域
圏
の
生
態
系
機
能
に
与
え
る
影
響
評
価
を
行
い
､
流
域
圏
の
持
続
発

展
の
た
め
の
環
境
管
理
計
画
を
提
示
す
る
。�
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研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

重
点
特
別
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
�

６
．
大
気
中
微
小
粒
子
状
物
質
（
PM
2.
5）
・
デ
ィ
ー
�

　
　
ゼ
ル
排
気
粒
子
（
D
EP
）
等
の
大
気
中
粒
子
状
�

　
　
物
質
の
動
態
解
明
と
影
響
評
価
�

　
都
市
大
気
中
に
お
け
る
PM
2.
5を
中
心
と
し
た
粒
子
状
物
質
（
PM
；
Pa
rt
ic
ul
at
e 
M
at
te
r）
に
よ
る
大
気
汚
染
を
改

善
す
る
た
め
に
は
、
発
生
源
動
態
の
把
握
、
環
境
濃
度
と
の
関
連
性
の
解
析
、
並
び
に
疫
学
・
曝
露
評
価
、
毒
性
・
影

響
評
価
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。
�

①
ト
ン
ネ
ル
調
査
や
沿
道
調
査
の
手
法
を
用
い
て
、
実
走
行
状
態
で
の
発
生
源
特
性
を
明
ら
か
に
す
る
。
こ
れ
と
と
も

に
シ
ャ
ー
シ
ダ
イ
ナ
モ
実
験
を
実
施
し
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気
成
分
の
排
出
特
性
を
明
ら
か
に
す
る
。
ま
た
、
固
定
発

生
源
か
ら
の
粒
子
状
物
質
発
生
量
を
調
査
し
、
固
定
・
移
動
発
生
源
か
ら
の
都
市
・
沿
道
PM
/D
EP
発
生
量
を
明
ら

か
に
す
る
。
さ
ら
に
PM
/D
EP
対
策
の
視
点
か
ら
の
交
通
・
物
流
シ
ス
テ
ム
の
改
善
策
と
そ
の
効
果
を
大
都
市
圏
を

対
象
に
検
討
す
る
。
�

②
風
洞
実
験
、
航
空
機
観
測
、
モ
デ
ル
解
析
、
デ
ー
タ
解
析
手
法
を
確
立
し
、
沿
道
ス
ケ
ー
ル
か
ら
地
域
ス
ケ
ー
ル
の

環
境
大
気
中
に
お
け
る
二
次
生
成
粒
子
状
物
質
を
含
む
粒
子
状
物
質
の
動
態
を
立
体
的
に
把
握
す
る
。
具
体
的
に
は

広
域
PM
/D
EP
モ
デ
ル
、
及
び
都
市
・
沿
道
PM
/D
EP
モ
デ
ル
を
検
証
し
、
都
市
・
沿
道
大
気
汚
染
予
測
シ
ス
テ
ム
を

構
築
す
る
。
こ
の
モ
デ
ル
を
用
い
て
発
生
源
と
環
境
濃
度
の
関
連
性
を
定
量
的
に
明
ら
か
に
す
る
。
�

③
ガ
ス
状
成
分
、
粒
子
状
物
質
計
測
の
た
め
の
各
種
測
定
手
法
を
比
較
評
価
し
、
発
生
源
と
環
境
に
お
け
る
粒
径
別
粒

子
状
物
質
や
ガ
ス
状
物
質
の
組
成
や
濃
度
を
把
握
す
る
。
ま
た
空
間
的
な
分
布
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
把
握
す
る
た
め

の
多
点
計
測
シ
ス
テ
ム
を
検
討
す
る
。
具
体
的
に
は
、
モ
バ
イ
ル
型
装
置
を
開
発
し
広
域
・
都
市
・
沿
道
PM
/D
EP

把
握
の
た
め
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
提
案
す
る
。
�

④
曝
露
量
・
健
康
影
響
評
価
の
た
め
に
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
を
運
用
し
、
PM
/D
EP
の
地
域
分
布
の
予
測
を
行
う
。
こ

の
結
果
を
統
計
解
析
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
お
け
る
曝
露
量
を
予
測
す
る
。
さ
ら
に
、
G
IS
を
利
用
し
た
全
国
・

地
域
PM
/D
EP
曝
露
量
予
測
結
果
と
疫
学
デ
ー
タ
と
の
関
連
性
を
解
析
し
、
健
康
リ
ス
ク
評
価
に
資
す
る
資
料
を
提

供
す
る
。
�

⑤
実
験
的
研
究
を
実
施
し
て
、
PM
特
に
D
EP
の
健
康
影
響
に
関
す
る
知
見
を
集
積
す
る
。
デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気
全
体
の
呼

吸
－
循
環
系
へ
の
影
響
を
明
ら
か
に
し
、
次
に
デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気
中
成
分
の
曝
露
実
験
を
行
い
、
排
気
中
の
粒
子
あ

る
い
は
ガ
ス
成
分
の
呼
吸
器
系
へ
の
影
響
並
び
に
循
環
器
系
へ
の
影
響
を
順
次
解
明
す
る
。
こ
れ
ら
の
結
果
を
も
と

に
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気
曝
露
の
動
物
へ
の
濃
度
－
影
響
関
係
か
ら
閾
値
の
算
定
を
行
う
。
�

　
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
環
境
省
と
の
密
接
な
連
携
を
図
る
と
と
も
に
、
現
場
で
の
実
態
把
握
が
必
要
な
た

め
、
地
方
自
治
体
の
研
究
機
関
と
の
研
究
協
力
を
図
る
。
ま
た
学
会
等
の
場
を
積
極
的
に
利
用
し
、
関
連
業
界
や
他
省

庁
、
大
学
、
諸
外
国
の
研
究
者
と
の
情
報
交
換
を
行
う
。
こ
れ
ら
の
研
究
成
果
を
踏
ま
え
て
大
気
中
粒
子
状
物
質
低
減

化
対
策
の
方
向
性
を
示
す
。
�
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（
別
紙
３
）
政
策
対
応
型
調
査
・
研
究
の
研
究
の
方
向
と
到
達
目
標
�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

政
策
対
応
型
調
査
・
研
究
�

１
．
循
環
型
社
会
形
成
推
進
・
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
調
査
・
研
究
�

（
１
）
循
環
型
社
会
へ
の
転
換
策
の
支
援
の
た
め
の
�

　
　
　
評
価
手
法
開
発
と
基
盤
シ
ス
テ
ム
整
備
に
関
�

　
　
　
す
る
研
究
�

　
廃
棄
物
の
循
環
資
源
化
技
術
、
適
正
処
理
処
分
技
術
お
よ
び
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
施
設
や
処
分
場
周
辺
の
安
全
性

の
確
保
や
長
寿
命
化
を
は
か
る
技
術
の
開
発
を
行
う
。
ま
た
、
有
機
性
廃
棄
物
の
排
出
や
リ
サ
イ
ク
ル
の
特
性
を
構
造

的
に
解
析
し
、
環
境
保
全
や
コ
ス
ト
か
ら
み
て
地
域
に
あ
っ
た
リ
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
め
ざ
し
て
、
下
記
の

研
究
を
行
う
。�

①
循
環
型
社
会
に
お
け
る
循
環
資
源
製
造
技
術
や
廃
棄
物
処
理
技
術
の
適
合
性
評
価
手
法
を
開
発
す
る
。
具
体
的
に
は
、

都
市
ご
み
焼
却
技
術
、
都
市
ご
み
燃
料
（
RD
F）
製
造
技
術
お
よ
び
ガ
ス
化
溶
融
技
術
に
つ
い
て
、
微
量
汚
染
物
質

や
炭
酸
ガ
ス
排
出
特
性
、
費
用
な
ど
を
評
価
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
た
総
合
評
価
手
法
を
提
案
す
る
。�

　
資
源
、
製
品
や
廃
棄
物
に
係
る
「
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
と
こ
れ
に
伴
う
環
境
影
響
、
安
全
性
の
評
価
」、
企
業
・
消

費
者
・
政
府
等
の
「
各
主
体
の
行
動
の
促
進
策
」、
地
域
に
即
し
た
資
源
循
環
の
実
現
を
支
援
す
る
た
め
の
「
地
域
循

環
診
断
シ
ス
テ
ム
」
の
３
つ
の
方
向
を
軸
に
研
究
を
展
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
の
策

定
・
運
用
管
理
な
ど
、
環
境
低
負
荷
型
・
循
環
型
社
会
へ
の
転
換
の
た
め
の
施
策
を
支
援
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。
具

体
的
に
は
、�

①
産
業
連
関
表
と
連
動
し
た
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
分
析
手
法
を
確
立
し
、
循
環
資
源
関
連
部
門
を
含
め
数
十
程
度
に
分

割
し
た
経
済
部
門
ご
と
に
主
要
資
源
の
消
費
と
環
境
負
荷
に
係
る
物
的
勘
定
表
を
延
べ
10
項
目
程
度
に
つ
い
て
作

成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
環
境
負
荷
低
減
効
果
把
握
の
た
め
の
情
報
基
盤
を
整
備
す
る
。�

②
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
(L
C
A
)の
考
え
方
を
適
用
し
て
、
循
環
資
源
の
利
用
促
進
に
よ
る
環
境
負
荷
の
低

減
効
果
を
定
量
的
・
総
合
的
に
評
価
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。
ま
た
、
こ
の
手
法
を
用
い
て
、
企
業
、
消
費
者
、
政

府
等
の
各
主
体
の
行
動
促
進
策
に
係
る
５
種
類
程
度
の
シ
ナ
リ
オ
に
つ
い
て
、
廃
棄
物
処
分
量
な
ど
主
要
な
10
項

目
程
度
の
環
境
負
荷
の
低
減
効
果
を
評
価
す
る
。�

③
地
域
の
産
業
基
盤
、
物
質
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
、
循
環
資
源
・
廃
棄
物
に
係
る
施
設
立
地
等
に
関
す
る
情
報
を
、
地

理
情
報
シ
ス
テ
ム
等
の
情
報
技
術
を
活
用
し
て
統
合
的
に
分
析
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。
こ
れ
を
用
い
て
、
地
域
に

適
合
し
た
資
源
循
環
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
を
図
る
た
め
の
統
合
型
地
域
循
環
診
断
シ
ス
テ
ム
を
関
係
主
体
と
協
力
し

て
開
発
す
る
。�

④
廃
棄
物
を
原
料
と
し
た
リ
サ
イ
ク
ル
材
料
あ
る
い
は
製
品
の
安
全
性
の
評
価
方
法
に
つ
い
て
研
究
す
る
。
都
市
ご
み

溶
融
ス
ラ
グ
と
焼
却
灰
を
対
象
と
し
て
、
リ
サ
イ
ク
ル
製
品
の
用
途
ご
と
に
環
境
中
利
用
条
件
を
想
定
し
た
新
た
な

溶
出
試
験
方
法
を
確
立
し
、
国
際
的
調
和
も
考
慮
し
て
公
定
法
、
IS
O
あ
る
い
は
JIS
な
ど
に
お
け
る
標
準
化
の
た

め
の
基
礎
資
料
を
提
供
す
る
。�

　
こ
れ
ら
の
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
地
域
で
の
実
態
把
握
や
解
析
が
必
要
な
た
め
、
地
方
自
治
体
の
研
究
機

関
と
の
研
究
協
力
態
勢
を
組
む
。
ま
た
、
学
会
等
の
場
を
積
極
的
に
利
用
し
、
国
内
外
の
大
学
や
調
査
研
究
機
関
の
研

究
者
と
の
情
報
交
換
を
行
い
、
開
発
し
た
手
法
の
提
案
と
改
善
を
は
か
る
。�

（
２
）
廃
棄
物
の
循
環
資
源
化
技
術
、
適
正
処
理
・
�

　
　
　
処
分
技
術
及
び
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
研
究
�
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②
埋
立
廃
棄
物
の
中
間
処
理
技
術
等
を
援
用
し
た
質
的
な
改
善
、
覆
土
材
や
覆
土
施
工
技
術
の
改
良
、
な
ら
び
に
遮
水

技
術
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
に
よ
り
、
埋
立
地
容
量
の
増
加
が
可
能
な
新
し
い
シ
ス
テ
ム
を
提
案
す
る
。
と
く
に
、
既

存
埋
立
地
の
掘
削
－
選
別
－
資
源
回
収
に
よ
る
埋
立
地
寿
命
延
長
技
術
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。�

③
廃
棄
物
最
終
処
分
場
の
閉
鎖
な
ら
び
に
廃
止
を
判
定
す
る
安
定
化
の
程
度
を
地
温
、
内
部
貯
留
水
、
埋
立
地
ガ
ス
、

浸
出
水
等
よ
り
非
破
壊
で
診
断
す
る
指
標
と
現
場
で
の
緊
急
点
検
や
長
期
監
視
に
対
応
し
た
計
測
法
を
開
発
す
る
。

こ
れ
ら
の
診
断
に
基
づ
き
、
必
要
な
安
定
化
促
進
技
術
な
ら
び
に
不
適
正
処
分
場
の
修
復
法
を
開
発
・
評
価
す
る
。�

④
有
機
性
廃
棄
物
の
資
源
化
技
術
と
し
て
、
乳
酸
化
、
炭
化
、
お
よ
び
飼
料
化
な
ど
の
炭
素
回
収
技
術
、
な
ら
び
に
ア

ン
モ
ニ
ア
回
収
技
術
を
取
り
上
げ
、
そ
れ
ら
の
資
源
化
シ
ス
テ
ム
の
地
域
適
用
を
試
み
る
。
ま
た
地
域
に
お
け
る
有

機
性
廃
棄
物
の
排
出
構
造
や
リ
サ
イ
ク
ル
製
品
の
需
要
構
造
を
明
ら
か
に
し
、
資
源
化
シ
ス
テ
ム
の
評
価
を
行
う
。�

　
こ
れ
ら
の
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
自
治
体
や
民
間
の
協
力
の
も
と
で
共
同
研
究
態
勢
を
敷
き
、
実
証

実
験
、
モ
デ
ル
事
業
等
を
行
う
。
研
究
の
成
果
は
国
立
環
境
研
究
所
の
公
開
研
究
発
表
会
や
関
連
学
協
会
で
の
研
究
発

表
で
逐
次
公
開
す
る
。�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

政
策
対
応
型
調
査
・
研
究
�

（
３
）
資
源
循
環
・
廃
棄
物
管
理
シ
ス
テ
ム
に
対
応
�

　
　
　
し
た
総
合
リ
ス
ク
制
御
手
法
の
開
発
に
関
す
�

　
　
　
る
研
究
�

　
循
環
資
源
や
廃
棄
物
に
含
有
さ
れ
る
有
害
化
学
物
質
に
よ
る
リ
ス
ク
を
総
合
的
に
管
理
す
る
手
法
を
開
発
す
る
こ
と

に
よ
り
、
資
源
再
生
利
用
や
中
間
処
理
施
設
、
最
終
処
分
場
に
お
け
る
安
全
確
認
と
再
生
利
用
量
の
拡
大
を
め
ざ
す
。

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
な
ど
の
分
解
処
理
技
術
の
開
発
を
行
う
と
も
に
、
液
体
ク
ロ
マ
ト
グ
ラ
フ
／
質
量
分
析
（
LC
/M
S）

を
用
い
た
未
知
物
質
の
同
定
手
法
開
発
な
ど
に
よ
り
監
視
測
定
技
術
を
高
度
化
し
、
厳
正
な
排
出
監
視
確
保
に
資
す
る

た
め
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
循
環
資
源
や
廃
棄
物
、
土
壌
、
排
水
、
排
ガ
ス
な
ど
に
含
有
さ
れ
る
重
金
属
類
や
PC
B
な
ど
の
有
害
物
質
を
、
バ

イ
オ
ア
ッ
セ
イ
法
に
よ
り
包
括
的
に
、
か
つ
簡
易
に
検
出
す
る
測
定
監
視
手
法
を
開
発
す
る
。
ま
た
、
ダ
イ
オ
キ
シ

ン
類
縁
化
合
物
把
握
に
む
け
た
バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
手
法
の
適
用
と
未
知
物
質
の
探
索
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
循
環
廃

棄
過
程
に
お
け
る
塩
素
化
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
以
外
の
制
御
対
象
物
質
群
候
補
を
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
す
る
。�

②
有
機
臭
素
化
合
物
を
緊
急
の
検
討
対
象
物
質
と
し
、
そ
の
主
た
る
発
生
源
、
環
境
移
動
経
路
を
フ
ィ
ー
ル
ド
研
究
か

ら
確
認
し
、
そ
の
制
御
手
法
を
検
討
す
る
。
と
く
に
臭
素
化
・
塩
素
化
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
は
分
析
手
法
が
確
立
さ
れ

て
い
な
い
た
め
、
現
行
の
塩
素
化
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
公
定
法
と
同
等
の
精
度
を
持
つ
測
定
分
析
手
法
を
確
立
す
る
。�

③
循
環
資
源
や
廃
棄
物
に
含
ま
れ
る
物
質
の
多
く
は
不
揮
発
性
物
質
お
よ
び
不
安
定
物
質
と
考
え
ら
れ
る
が
、
現
在
の

分
析
手
法
で
は
把
握
で
き
な
い
も
の
も
多
い
。
そ
こ
で
、
L
C
/M
S
に
よ
る
系
統
的
分
析
シ
ス
テ
ム
を
完
成
さ
せ
、

廃
棄
物
埋
立
地
浸
出
水
中
の
不
揮
発
性
物
質
を
分
析
す
る
。
と
く
に
浸
出
水
の
処
理
過
程
で
生
成
す
る
有
害
物
質
に

着
目
し
、
そ
の
同
定
と
定
量
を
試
み
る
。�

④
廃
棄
物
お
よ
び
関
連
試
料
中
に
含
ま
れ
る
有
機
塩
素
系
化
合
物（
PC
B、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
な
ど
）を
高
効
率
で
抽
出
、

無
害
化
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。ま
た
、こ
う
し
た
技
術
開
発
を
ふ
ま
え
、ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
や
重
金
属
類
な
ど
の
有

害
物
質
の
種
類
と
量
を
追
跡
評
価
す
る
物
質
フ
ロ
ー
解
析
を
行
い
、シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
制
御
方
策
を
提
言
す
る
。�

　
こ
れ
ら
の
研
究
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
大
学
等
の
他
の
試
験
研
究
機
関
や
地
方
自
治
体
等
の
協
力
を
得
て
実
施

す
る
。
現
場
施
設
で
の
実
証
を
通
し
て
技
術
や
手
法
の
有
効
性
を
評
価
し
た
結
果
等
は
、
当
研
究
所
の
公
開
研
究
発
表

会
や
関
連
学
協
会
で
の
研
究
発
表
会
で
逐
次
公
開
す
る
と
と
も
に
、
試
験
法
の
標
準
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
を
通
じ
て
、
現
場

へ
の
普
及
・
定
着
を
図
る
。�
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２
．
化
学
物
質
環
境
リ
ス
ク
に
関
す
る
調
査
・
研
究
�

　
し
尿
や
生
活
雑
排
水
等
の
液
状
廃
棄
物
に
対
し
て
、
膜
分
離
活
性
汚
泥
法
、
浄
化
槽
等
の
活
用
、
土
壌
・
湿
地
等
の

生
態
系
に
工
学
を
組
み
込
ん
だ
生
態
工
学
の
活
用
、
及
び
物
理
化
学
処
理
と
の
適
正
な
組
み
合
わ
せ
に
よ
り
、
地
域
に

お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
低
減
お
よ
び
物
質
循
環
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
バ
イ
オ
・
エ
コ
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
研

究
施
設
等
を
活
用
し
、
開
発
途
上
国
も
視
野
に
入
れ
つ
つ
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
窒
素
、
リ
ン
除
去
・
回
収
型
高
度
処
理
浄
化
槽
、
消
毒
等
維
持
管
理
技
術
シ
ス
テ
ム
の
開
発
�

②
浄
化
シ
ス
テ
ム
管
理
技
術
の
簡
易
容
易
化
手
法
の
開
発
�

③
開
発
途
上
国
の
国
情
に
適
し
た
浄
化
シ
ス
テ
ム
技
術
の
開
発
�

④
バ
イ
オ
・
エ
コ
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
と
物
理
化
学
処
理
を
組
み
合
わ
せ
た
技
術
シ
ス
テ
ム
の
開
発
�

⑤
地
域
特
性
に
応
じ
た
環
境
改
善
シ
ス
テ
ム
の
最
適
整
備
手
法
の
開
発
�

　
中
期
的
に
は
第
５
次
水
質
総
量
規
制
に
対
応
す
る
浄
化
槽
を
核
と
し
た
窒
素
、
リ
ン
の
高
度
除
去
可
能
な
環
境
改
善

技
術
、
循
環
型
社
会
形
成
に
必
要
と
さ
れ
る
有
害
物
質
処
理
技
術
、
汚
泥
、
植
物
残
渣
、
生
ゴ
ミ
等
の
廃
棄
物
の
処
理
、

処
分
、
再
資
源
化
技
術
を
組
み
合
わ
せ
た
シ
ス
テ
ム
の
対
費
用
効
果
、
対
処
理
効
率
を
踏
ま
え
た
適
正
化
技
術
の
活
用

方
策
の
提
案
を
行
う
。
開
発
途
上
国
へ
の
適
正
技
術
移
転
と
国
内
外
へ
の
環
境
教
育
、
環
境
技
術
の
啓
発
を
核
と
し
た

環
境
低
負
荷
・
資
源
循
環
型
環
境
改
善
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
ソ
フ
ト
と
ハ
ー
ド
両
面
か
ら
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
の
基
盤

構
築
を
重
要
な
達
成
目
標
と
し
て
実
行
す
る
。�

研
　
究
　
の
　
方
　
向
　
と
　
到
　
達
　
目
　
標
�

政
策
対
応
型
調
査
・
研
究
�

（
４
）
液
状
廃
棄
物
の
環
境
低
負
荷
・
資
源
循
環
型
�

　
　
　
環
境
改
善
技
術
シ
ス
テ
ム
の
開
発
に
関
す
る
�

　
　
　
研
究
�

効
率
的
な
化
学
物
質
環
境
リ
ス
ク
管
理
の
た
め
の
高
�

精
度
リ
ス
ク
評
価
手
法
等
の
開
発
に
関
す
る
研
究
�
　
化
学
物
質
に
よ
る
曝
露
、
健
康
影
響
及
び
生
態
影
響
の
そ
れ
ぞ
れ
の
評
価
を
高
精
度
化
し
、
そ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ

た
環
境
リ
ス
ク
評
価
手
法
を
開
発
す
る
と
と
も
に
、
効
率
的
な
管
理
に
不
可
欠
と
な
る
簡
易
な
影
響
試
験
方
法
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
や
少
な
い
情
報
に
基
づ
く
曝
露
量
推
定
手
法
、
さ
ら
に
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

手
法
を
開
発
す
る
た
め
、
以
下
の
研
究
を
行
う
。�

①
曝
露
評
価
に
お
い
て
は
、
過
去
の
わ
が
国
で
の
平
均
的
な
曝
露
濃
度
の
経
年
変
化
を
推
定
す
る
モ
デ
ル
を
試
作
し
、

こ
れ
を
用
い
て
長
期
累
積
曝
露
量
を
推
定
し
、
曝
露
量
の
変
動
を
踏
ま
え
て
環
境
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
シ
ス
テ
ム
を

構
築
し
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
や
ベ
ン
ゼ
ン
等
を
例
と
し
て
検
証
を
行
う
。
ま
た
、
化
学
物
質
の
性
状
デ
ー
タ
と
環
境

濃
度
デ
ー
タ
等
を
統
計
的
に
解
析
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
、
入
手
可
能
な
少
な
い
情
報
か
ら
化
学
物
質
の
曝
露

量
を
推
定
す
る
手
法
を
開
発
し
、
化
審
法
の
事
前
審
査
の
効
率
化
を
図
る
。
さ
ら
に
、
こ
れ
ら
の
成
果
を
活
用
し
て
、

住
民
の
環
境
リ
ス
ク
へ
の
理
解
の
促
進
を
目
指
し
て
、
分
か
り
や
す
い
情
報
を
提
供
す
る
た
め
の
情
報
加
工
・
伝
達

方
法
を
開
発
す
る
。�

②
健
康
リ
ス
ク
評
価
に
お
い
て
は
、
ヒ
ト
の
化
学
物
質
感
受
性
に
係
る
要
因
を
主
要
な
数
種
類
の
遺
伝
子
多
型
情
報
を

基
に
解
析
し
、
そ
れ
を
踏
ま
え
た
安
全
係
数
の
設
定
方
法
な
ど
、
よ
り
高
度
な
化
学
物
質
健
康
影
響
評
価
手
法
の
開

発
を
進
め
る
。
ま
た
、
化
学
物
質
の
有
害
性
を
作
用
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
基
づ
い
て
評
価
す
る
試
験
法
を
開
発
し
、
実
用

化
に
向
け
て
そ
の
簡
便
化
、
標
準
化
を
試
み
る
。�

③
生
態
リ
ス
ク
評
価
に
お
い
て
は
、
水
圏
生
物
へ
の
毒
性
試
験
デ
ー
タ
を
収
集
し
、
生
物
種
毎
に
解
析
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、個
別
生
物
に
対
す
る
毒
性
に
基
づ
く
生
態
リ
ス
ク
評
価
手
法
の
高
度
化
を
図
り
、化
学
物
質
の
審
査
や
水
質
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
へ
の
適
用
を
目
指
し
て
、化
学
物
質
動
態
モ
デ
ル
と
組
み
合
わ
せ
た
生
態
リ
ス
ク
評
価
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。�
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（
別
紙
４
）
知
的
研
究
基
盤
の
整
備
の
方
向
と
目
標
�

整
　
備
　
の
　
方
　
向
　
と
　
目
　
標
�

知
　
的
　
研
　
究
　
基
　
盤
�

１
．
環
境
標
準
試
料
及
び
分
析
用
標
準
物
質
の
作
製
、
�

　
　
並
び
に
環
境
試
料
の
長
期
保
存
（
ス
ペ
シ
メ
ン
�

　
　
バ
ン
キ
ン
グ
）
�

３
．
環
境
保
全
に
有
用
な
環
境
微
生
物
の
探
索
、
収
�

　
　
集
及
び
保
存
、
試
験
用
生
物
等
の
開
発
及
び
飼
�

　
　
育
・
栽
培
の
た
め
の
基
本
業
務
体
制
の
整
備
、
�

　
　
並
び
に
絶
滅
の
危
機
に
瀕
す
る
野
生
生
物
種
の
�

　
　
細
胞
・
遺
伝
子
保
存
�

　
環
境
微
生
物
に
つ
い
て
、
現
在
10
00
株
が
保
存
さ
れ
て
い
る
が
、
５
年
後
に
15
00
株
を
保
存
す
る
こ
と
を
目
標

と
す
る
。
さ
ら
に
、
30
0
株
の
環
境
微
生
物
に
つ
い
て
分
類
と
遺
伝
子
及
び
有
用
機
能
の
解
析
を
実
施
し
、
得
ら
れ
た

情
報
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
の
凍
結
保
存
技
術
を
開
発
す
る
。�

　
微
生
物
以
外
の
試
験
用
生
物
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
の
遺
伝
子
解
析
、
有
用
遺
伝
子
の
ス
ト
ッ
ク
、
ス
ク
リ
ー
ニ
ン

グ
、
純
化
等
基
礎
研
究
を
実
施
し
て
、
高
品
質
の
生
物
資
材
を
選
抜
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
の
効
率
的
な
提
供
体
制

を
構
築
し
、
生
物
資
源
に
係
わ
る
国
内
外
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
位
置
づ
け
る
。�

　
ま
た
、
５
年
間
で
20
0
種
類
の
絶
滅
の
危
機
に
瀕
す
る
野
生
生
物
の
体
細
胞
、
生
殖
細
胞
及
び
遺
伝
子
並
び
に
50

種
類
の
絶
滅
の
危
機
に
瀕
す
る
水
生
植
物
を
保
存
す
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
。�

　
な
お
、
こ
れ
ら
の
知
的
業
務
と
並
行
し
て
、
生
物
資
源
に
係
わ
る
情
報
・
分
類
・
保
存
に
関
す
る
省
際
的
・
国
際
的

協
力
活
動
を
展
開
し
、
国
内
外
の
生
物
資
源
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
体
制
を
構
築
す
る
。�

２
．
環
境
測
定
等
に
関
す
る
標
準
機
関
（
リ
フ
ァ
ラ
�

　
　
ン
ス
・
ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー
）
と
し
て
の
機
能
の
確
�

　
　
保
�

　
以
下
の
業
務
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
標
準
機
関
（
リ
フ
ァ
ラ
ン
ス
・
ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー
）
と
し
て
の
機
能
を
果
た
す
。�

①
分
析
精
度
管
理
手
法
の
改
善
の
検
討
や
、
必
要
に
応
じ
て
分
析
法
の
ク
ロ
ス
チ
ェ
ッ
ク
な
ど
を
行
う
。�

②
微
細
藻
類
や
実
験
生
物
の
分
類
学
的
同
定
手
法
の
改
善
の
検
討
や
、
タ
イ
プ
株
、
リ
フ
ァ
ラ
ン
ス
株
や
特
殊
な
機
能

を
持
っ
た
株
（
系
統
）
等
の
維
持
・
管
理
・
提
供
を
行
う
。�

　
地
球
環
境
に
関
す
る
最
新
の
研
究
動
向
や
社
会
情
勢
を
踏
ま
え
て
、
国
際
的
な
連
携
の
下
で
先
端
的
な
地
球
環
境
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
事
業
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
観
測
デ
ー
タ
や
地
球
環
境
研
究
の
成
果
を
国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
か
ら

提
供
さ
れ
る
デ
ー
タ
と
統
合
し
、
様
々
な
レ
ベ
ル
に
加
工
・
解
析
し
、
地
球
環
境
に
係
わ
る
基
盤
デ
ー
タ
と
し
て
整
備
、

広
く
提
供
・
発
信
す
る
。�

　
ま
た
、
多
様
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
や
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
よ
り
地
球
環
境
研
究
を
支
援
す

る
と
と
も
に
、
地
球
環
境
研
究
者
の
相
互
理
解
、
研
究
成
果
の
交
流
、
地
球
環
境
問
題
の
国
民
的
理
解
を
求
め
る
た
め

の
研
究
成
果
の
普
及
な
ど
を
行
い
、
関
連
す
る
観
測
研
究
と
の
連
携
・
協
力
を
得
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
技
術
や
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
高
度
化
、
国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
核
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
強
化
す
る
。�

　
化
学
物
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
精
度
管
理
に
資
す
る
た
め
に
、
要
望
の
多
い
環
境
標
準
試
料
の
再
調
整
も
含
め
、
５
年

間
で
５
試
料
の
環
境
標
準
試
料
を
調
整
す
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
。
ま
た
、
社
会
的
な
要
請
に
応
じ
て
可
能
な
範
囲
で

分
析
用
標
準
物
質
を
作
製
、
提
供
す
る
。�

　
環
境
試
料
の
長
期
保
存
に
つ
い
て
は
、
所
内
外
の
長
期
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
事
業
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
こ
れ
ま

で
の
試
料
及
び
デ
ー
タ
の
収
集
、
保
存
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
長
期
的
、
広
域
的
な
視
野
に
立
っ
た
環
境
試
料

の
長
期
保
存
を
実
施
し
て
い
く
。�

４
．
地
球
環
境
の
戦
略
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
、
�

　
　
地
球
環
境
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
、
地
球
環
境
�

　
　
研
究
の
総
合
化
及
び
支
援
�
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（参考） 独立行政法人国立環境研究所の達成すべき

業務運営に関する目標（中期目標）

　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２９条第１項の規定に基づき、独立行政

法人国立環境研究所の達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）を次のとおり定める。

　　平成１３年４月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　川　口　順　子

第１　目標の期間

　目標の期間は、平成13年度から17年度までの5年間とする。

第２　業務運営の効率化に関する事項

　目標の期間は、平成13年度から17年度までの5年間とする。

１．効率的な業務運営体制の整備

　独立行政法人化の要請である効率化と環境研究等の充実・強化の両立を図るため、次の諸点

に留意しつつ、適切な体制の確立を図る。

　　なお、体制については、絶えず検討を行い、必要に応じ見直しを行う。

　（１) 当該体制は、第3に掲げる目標を確実に達成できるものとすること。

　（２) 理事長の指導のもと、独立行政法人としての自立した運営が可能な組織とすること。

２．人材の効率的な活用

　国内外の学界、産業界等から幅広く優れた研究者の登用を図ること等により、既存の人材の

活性化・有効活用を含め、流動的で活性化された研究環境の実現に留意した人事管理を行い、

人材の効率的活用を図る。

３．効率的な施設運用

　施設等の活用状況を的確に把握し、稼働状況に余裕のある施設等については、その有効活用

を図るなど適切な措置を講じるとともに、計画的な施設の保守管理を行う。

４．業務における環境配慮

　業務に当たっては、物品及びサービスの購入・使用並びに施設の整備及び維持管理に際して

の環境配慮を徹底するために、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく政府の事務及び

事業に関する温室効果ガスの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標に準じて、その

達成を図る（なお、実行計画が策定されるまでの間、研究所の延べ床面積当たりの光熱水量を

平成１２年度比で概ね９０％以下に維持するよう努める）ことなどにより、電気・ガス等の資

源・エネルギー使用の削減、廃棄物の適正処理及びリサイクルの徹底、化学物質管理の強化に

努めるなど自主的な環境管理に積極的に取り組み、その状況について毎年公表を行う。

独立行政法人国立環境研究所
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５．物品一括購入等による業務費削減の努力

　物品及びサービスの一括的な購入等により予算の経済的な執行を行い支出の削減に努めると

ともに、大型実験施設の計画的・効率的利用等による上記４に掲げた光熱水量の削減努力と併

せ、運営費交付金に係る業務費の毎年少なくとも１％相当の削減に努める。

６．業務運営の進行管理

　研究所内の業務進行管理体制を強化し、各年度の研究計画を作成、公表するとともに、外部

の専門家の評価・助言を得つつ、業務の進行状況を組織的かつ定期的に点検し、業務の効率的

かつ円滑な実施のために必要な措置を適時に実施する。

第３　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

　独立行政法人国立環境研究所は、２１世紀において多様化、深刻化する環境問題の解決及び

未然防止に貢献することを第一の目的として、以下の基本理念に沿って、環境研究業務及び環

境情報の収集・整理・提供業務の一層の充実を図る。

　第一に、我が国における中核的環境研究機関として、地球環境問題、循環型社会の構築、化

学物質のリスク管理を始めとする幅広い分野の課題に取り組み、国内はもとより国外からも高

い評価が得られるような質の高い研究成果が上げられるよう努めることとする。

　第二に、本中期目標の期間を超えた対応が必要な分野や地道な蓄積が必要な分野については、

長期的視点に立った基盤的な研究や先行先導的な研究を行うとともに、緊急な対策が必要とな

る新しい環境問題が生じた場合に、その問題に関する研究に迅速かつ重点的に取り組むなど柔

軟性のある対応を行う。

　第三に、地域性のある環境問題に関する研究や学際的な環境研究を行う上で国内外の他の研

究機関等との連携が重要であり、アジア地域を始めとする海外の研究機関や、大学、民間、地

方公共団体など国内の他の研究機関等とのネットワークを構築し、その中核となるセンターと

しての機能を果たす。

　第四に、環境政策の企画・立案・実施や、国民、事業者等による環境保全活動の実施に必要

な知見を提供できるような研究成果を上げるよう努める。

　第五に、環境問題に関する知識の普及、環境保全意識の向上を目的に、環境情報の収集・発

信基地として、正確かつ分かりやすい環境情報の提供に努める。

１．環境研究に関する業務

（１）環境研究の充実

　　　環境問題の解決及び未然防止に貢献するという目的を明確に意識しながら、研究を実施す

　　る。

　　特に、

　　① 環境行政・政策に対応した調査・研究

　　② 循環型社会の形成等に必要な環境技術の開発・普及に関する調査・研究

　　の充実を図る。

　また、研究の実施に当たっては、毎年度、具体的な研究計画を作成し、研究の着実な実施を

図るとともに、所内公募システムの導入による研究課題の決定など、競争的研究環境の構築に

留意する。
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　さらに、職員が、研究成果の発表や他の研究者との意見交換等を通じて、研究分野に関する

知見を深めるとともに、研究意欲、研究能力の向上を図れるよう、職員の国内外の学会、シン

ポジウム等への参加を奨励する。

　また、国内外の研究機関等とのネットワークの中核センターとして、共同研究及び研究交流

の企画・調整・実施、知的研究基盤の提供、研究能力向上のための支援などを実施する。なお、

これらの研究機関との連携の推進のため、研究者への情報提供や交流のためのフォーラムの開

催、連絡会議の開催など必要な措置を講じる。

　さらに、環境省が開催する各種の諮問会議等への職員の参画、環境省の要請に応じた政策立

案に関する専門的助言等により、可能な限り、行政支援に努める。

（２）重点研究分野

　　本中期目標期間中に重点的に取り組むべき研究分野は次のとおりとする。

　　① 地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み

　　② 廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の構築

　　③ 化学物質等の環境リスクの評価と管理

　　④ 多様な自然環境の保全と持続可能な利用

　　⑤ 環境の総合的管理（都市域の環境対策、広域的環境問題等）

　　⑥ 開発途上国の環境問題

　　⑦ 環境問題の解明・対策のための監視観測

　これらの重点研究分野については、各分野ごとに別表に掲げる主要研究課題について、それ

ぞれ研究の方向を定め、これに沿って研究を実施する。

（３）研究の構成

　ア．重点課題

　重点研究分野のうち、特に重要な下記の課題については、研究資源の重点的配分を行い、

重点研究プロジェクトを形成することにより各課題毎に記述した目標の達成を図る。

① 地球温暖化の影響評価と対策効果

　経済発展・気候変動及びそれらの影響を統合的に評価するモデルを用いて、地球規模の気

候変動及びその地域的影響のシナリオ並びに対応方策のあり方を、アジア地域の持続可能な

発展との関係で明らかにする。さらに、フィールド観測、遠隔計測、統計データ等により、

森林の炭素ストック・森林や海洋による二酸化炭素吸収量とその変動要因を解明する。

② 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

　オゾン層変動の予測、検証に資するため、環境省が開発する人工衛星搭載センサー、地上

設置遠隔計測機器等によるオゾン層の観測、データ解析、数値シミュレーションにより科学

的知見の蓄積を図るとともに、オゾン層変動のモニタリングデータとオゾン層変動機構の解

明のためのデータを国内外に提供する。

③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理

　内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類の総合的対策をより高度に実施するため、（i)高

感度・迅速分析技術、（ii)環境動態、（iii)ヒト及び生態系への影響、（iv)処理技術、（v)未知の関
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連物質、（vi)モニタリングデータ、環境動態、影響評価等の情報を統合化する情報管理・予

測システム、の検討を行い、リスク評価と管理の手法を開発する。

④ 生物多様性の減少機構の解明と保全

  生息地の劣化（縮小・分断）により影響を受ける生物の地理的分布の把握、局所生態系と

種の多様性の関係の解明等を行うことにより、多様性保全上重要な地域の抽出、生息地の劣

化による影響の予測及び対策の提言を行う。また、侵入生物（含む遺伝子組換え生物）によ

る生物多様性への影響について、侵入経路、分布拡大、遺伝的攪乱の現状把握、影響評価手

法の開発を行う。

⑤ 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理

　東アジア、特に中国における流域圏が持つ生態系機能について、日中共同で衛星の受信局

を設置して東アジアの観測ネットワークを構築し、科学的に観測・把握する。生態系機能に

基づく流域環境管理モデルを開発し、生態系機能の劣化・修復の予測手法を開発するととも

に、環境負荷の削減、開発計画の見直し、環境修復技術の適用等持続可能な環境管理計画を

提言する。

⑥ 大気中微小粒子状物質（PM2．5）・ディーゼル排気粒子（DEP)等の大気中粒子状物質の動

態解明と影響評価

　国際的に関心が高まっているDEP等を含むPM2.5を中心とした大気中粒子状物質の発生源

特性や環境動態を明らかにし、発生源と環境濃度との関連性を把握する。これとともに

PM2.5・DEPの一般住民への曝露量を推計し、健康影響と環境濃度の関連性を検討する。ま

た、影響評価に資するため、動物実験を中心とした毒性評価研究を行い知見を集積する。

　イ．政策対応型調査・研究

　重点研究分野のうち、循環型社会形成推進・廃棄物管理及び化学物質環境リスク管理につ

いては、相次いで新法が制定されるなど、新たな行政ニーズが生じていることから、研究資

源の重点的配分及び研究体制の整備を行い、下記の課題について政策対応型調査・研究を行

うことにより各課題毎に記述した目標の達成を図る。

① 循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究

ａ．循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究

　廃棄物・リサイクル政策の高度化に資するため、産業連関分析、マテリアルフロー分析、

ライフサイクルアセスメント（LCA）などを用いて、環境低負荷型・循環型社会への転換の

ための施策を評価・支援する手法や循環システムの地域適合性を診断する手法を開発する。

ｂ．廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究

　廃棄物の循環資源化技術や適正処理処分技術の循環型社会への適合性を高めるため、廃棄

物の資源化、処理高度化に向けた新技術の評価手法、埋立地寿命延長や最終処分場の安定化

促進・修復に必要な診断・対策技術を開発する。

ｃ．資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究
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　循環資源や廃棄物に含有される有害化学物質によるリスクを総合的に管理するため、バイ

オアッセイ法による包括的測定監視手法や、化合物特性に応じて系統的に分離前処理する液

体クロマトグラフ／質量分析システムを用いた監視測定技術を高度化する。

ｄ．液状廃棄物の環境低負荷･資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究

し尿、生活雑排水等の液状廃棄物を対象として、浄化槽や物理化学処理等の適正な組み合わ

せにより、地域におけるエネルギー消費の低減及び窒素、リン等の物質回収を図るための液

状廃棄物の資源循環技術システムと評価手法を開発する。

② 化学物質環境リスクに関する調査・研究

　効率的な化学物質環境リスク管理に資するため、曝露評価、健康リスク評価及び生態リス

ク評価に係る手法の高精度化、簡便化を図り、また、住民に化学物質のリスクを適切に伝え

るコミュニケーションを促進する手法を開発する。

ウ．基盤的調査・研究

　国内外に環境研究の共通の基盤となる研究成果を提供するとともに、研究所の研究能力の

維持向上を図るため、基盤的研究や創造的、先導的な調査・研究の充実に努める。また、上

記ア．、イ．の研究以外の重点研究分野に係る研究の充実に努める。

　

エ．知的研究基盤

　研究所内における各種研究の効率的な実施や研究ネットワークの形成のため、環境標準試

料等の作製、環境保全に有用な環境微生物等の保存、地球環境の戦略的モニタリングの実施

等の知的研究基盤の整備を行うこととし、例えば、環境保全に有用な環境微生物等の保存に

ついては、中期目標期間中に、環境微生物１，５００株（現在１，０００株）の保存、絶滅

の危機に瀕する野生生物２００種の体細胞、生殖細胞及び遺伝子の保存、絶滅の危機に瀕す

る水生植物５０種の保存を実施する。

　また、必要に応じクロスチェックなどを実施することにより、我が国における環境測定等

に関する標準機関（リファランス・ラボラトリー）としての機能を果たす。

（４）研究評価

　原則として、外部専門家を評価者として選任し、評価方法を定めた実施要領に基いて適正に

研究評価を実施し、その結果を公表する。

また、評価結果を、研究資源の配分など業務運営に的確に反映させる。

（５）成果の普及

　調査・研究の成果については、研究所年報の発行（会計年度終了後概ね3ヶ月以内）、研究成

果報告書の発行（研究終了後概ね６ヶ月以内）、成果発表会/公開シンポジウムの開催（年１回

以上）などにより公開・提供するほか、広報誌やインターネットを介して国民に分かりやすい

形で広く普及する。

　また、個別の研究成果については、学会誌、専門誌等での誌上発表や、関連学会、ワークショッ

プ等での口頭発表等を通じて普及を図ることとし、研究所全体として、中期目標期間中の誌上

発表件数、口頭発表件数をそれぞれ平成８年度から平成12年度までの合計件数の１割増とする。
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（６) 研究活動に関する広報、啓発

　研究活動についての国民の理解の向上のため、広報誌やパンフレットの発行、研究所の一般

公開や、個人、ＮＰＯ、企業などとのネットワークの形成により、研究活動に関する広報、啓

発を実施する。

２．環境情報の収集・整理・提供に関する業務

　環境研究に関する情報、環境行政に関する情報その他環境に関する国内外の情報を収集・整

理し、国民にわかりやすく伝えるため、国内外の関係機関等との連携を確保しつつ、体制及び

業務の充実を図る。

　具体的には、インターネットを介した環境情報提供システムの運用を引き続き行うとともに、

その充実を図る。また、環境の状況を目に見える形で提供することが可能な環境国勢データ地

理情報システム（環境GIS）を構築・運営し、中期目標期間中に５種類以上の環境質測定データ

を本システムに搭載し、インターネットを介して広く国民に提供する。さらに、研究成果の幅

広い活用を図るため、国民がインターネットを介して研究成果を入手できるシステムを整備し、

運営する。

第４　財務内容の改善に関する事項

１．交付金の効率的使用及び受託収入等の確保

　健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効果的な使用はも

とより、受託収入（競争的資金及び受託業務収入）等の確保に努める。このため、競争的資金

及び受託業務の獲得を促進する方策を講じることとする。

　特に、受託収入については、中期目標の期間中、毎年度平均で前年度比４％台の増額を見込

んだ収支計画のもとに、着実な運営に努めることとする。

２．業務費削減の努力等

　第２の５に掲げたとおり、物品一括購入等により業務費の削減に努めるほか、会計事務への

電子決済システムの段階的な導入等情報技術の活用を進めること等により、財務内容の改善に

努める。

３．施設等の効率的利用

　業務に支障のない範囲で研究所の知的・物的能力を所外の関係研究機関等に対して有償提供

を図るなどし、これを運営費に充当するなど、財務内容の改善に努める。

第５　その他業務運営に関する重要事項

１．施設・設備の整備及び維持管理

　業務の質の向上に必要な施設・設備を効率的かつ計画的に整備するとともに、保有する施設・

設備の効率的な維持管理を行う。
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全
に
関
す
る
研
究
�

５
）
地
下
水
汚
染
機
構
の
解
明
と
そ
の
予
測
に
関
す
る
研
究
�

６
）
土
壌
劣
化
、
土
壌
汚
染
の
機
構
解
明
と
そ
の
予
測
に
関
す
る
研
究
�

５
　
環
境
の
総
合
的
管
理
�

　
  （
都
市
域
の
環
境
対
策
、広
域
的
環
境
問
題
等
）�

１
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生
物
多
様
性
の
減
少
機
構
の
解
明
と
保
全
に
関
す
る
研
究
�

２
）
生
態
系
の
構
造
と
機
能
及
び
そ
の
管
理
手
法
に
関
す
る
研
究
�

１
）
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
源
・
吸
収
源
評
価
と
個
別
対
策
の
効
果
評
価
に
関
す
る
研
究
  
  
  
  
  
�

２
）
地
球
温
暖
化
に
伴
う
地
球
環
境
変
動
の
将
来
見
通
し
に
関
す
る
観
測
・
解
析
・
モ
デ
リ
ン
グ
と
影
響
評
価
に
関
す
�

　
　
る
研
究
  
  
  
  
  
�

３
）
京
都
議
定
書
及
び
第
二
約
束
期
間
へ
の
我
が
国
及
び
ア
ジ
ア
諸
国
の
対
応
可
能
性
の
政
策
研
究
  
  
  
  
  
�

４
）
オ
ゾ
ン
層
変
動
及
び
影
響
の
解
明
と
対
策
効
果
の
監
視
・
評
価
に
関
す
る
研
究
  
  
  
  
  
�

４
　
多
様
な
自
然
環
境
の
保
全
と
持
続
可
能
な
利
用
�
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